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ま え が き 

 
本報告書は、平成１８年度経済産業省委託事業「流通システム標準化事業（生鮮分野にお

ける次世代 EDI の対応）」の検討結果を取りまとめたものである。 

生鮮分野（青果・食肉・水産物・花き）についても、小売業（GMS・SM）における取扱

商材の大分を占めていることから、取引業務における EDI 標準の整備が喫緊の課題となっ

ている。しかし、産地、数量、価格等の諸要件が必ずしも発注段階で確定されないという商

品特性もあることから、依然として電話・FAX の利用が主流となっており、EDI への取り

組みは立ち遅れている状況にある。 

本事業では「流通サプライチェーン全体最適化促進事業」で整備したグロッサリー分野に

おける標準業務プロセス・モデル及び標準メッセージ等をベースとしながら、生鮮食品流通

に適応した標準モデル、標準商品コード等の策定により、取引業務の効率化及び流通コスト

の削減を目指すものとする。 

また、この成果については小売業者のみならず、取引先となる仲卸業者や卸売業者、出荷

者等の流通各層とも共有するものとし、ひいては消費者の便益を最大限にすることを目的と

する。 
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Ⅰ．本事業の概要 
 
１．事業目的 

本事業では、経済産業省が平成１５年度から平成１７年度の間、「流通サプライチェーン

全体最適化事業」として調査研究を実施し、「グロッサリー分野」について各企業が共通利

用できるように整備した標準業務プロセスモデル及び標準メッセージ等を、「生鮮分野」へ

援用することとし、生鮮食品流通に適応した標準モデル、標準商品コード等を策定すること

により、取引業務の効率化及び流通コストの削減を目指すものとする。 

 

２．事業内容 

（１）生鮮食品流通における小売業者等の取引情報交換に係る実態調査 

調査実施と結果分析は、委員会の開催、個別ヒアリング等により関係者の意見を反映して

実施した。 

■ 調査項目 

・生鮮分野における取引業務プロセスモデル 

・生鮮分野における取引情報の種類 

・取引情報交換の方法（電話、FAX、EDI など） 

・EDI メッセージ内容及び様式、商品コード、商品名（青果） 

 

（２）生鮮ＥＤＩの標準化に関する調査分析及び標準化案提示 

（１）の調査結果を踏まえた上で、流通システム標準化事業における全体調整を行う次世

代 EDI 標準化ワーキンググループ、各種関連団体等との連携を図りながら標準化案を提起

し、委員会の開催等により標準化の合意形成を行った。なお、標準化案の策定に当たっては、

食品流通情報化基盤開発事業（農林水産省補助事業）で策定された生鮮 EDI 標準、平成１

７年度に整備したグロッサリー分野における標準業務プロセスモデル及び標準メッセージ

等との関連を十分考慮した。 

■ 作業内容 

・生鮮分野における取引業務プロセスモデルの調査 

・生鮮分野における EDI メッセージ毎の役割定義、データ項目の追加 

・青果標準商品コード原案作成及び生鮮標準商品コードに係る基礎調査 

・運用ルール及び運用ガイドラインの作成 等 
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３．検討体制 

今年度の事業検討体制を図表Ⅰ－３－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅰ－３－１ 検討体制 

 

【各委員会の役割】 

（１）生鮮次世代ＥＤＩ推進検討委員会 

学識経験者、生鮮食品流通業者（出荷者、卸売業者、仲卸業者）、小売業者等で構成され

る生鮮次世代 EDI 推進検討委員会を設置し、事業実施方針、事業推進体制及び事業実施計

画の検討等、本事業の実施に関する基本的な事項について審議し、各業界団体からの推薦者

である参加委員を通して、広くその成果の普及啓発に努めた。 

 

（２）生鮮検討タスクチームミーティング 

 日本チェーンストア協会、日本スーパーマーケット協会からの推薦者（小売業者）を中心

に、取引先となる生産者、卸売業者、仲卸業者を加えたタスクチームを組織し、概ね月２回

の委員会開催により、取引業務プロセスモデル、メッセージ項目、商品コード、運用ガイド

ライン等についての検討を実施した。 

 

（３）生鮮検討分科会 

 生鮮検討タスクチームの中から生産者、卸売業者、仲卸業者の川上・川中メンバーによる

分科会を開催し、生鮮検討タスクでの検討状況についての認識を合わせるとともに、業界固

有の問題点等についての検討を実施した。 

（財）食品流通構造改善促進機構
・委員会運営、事業とりまとめ

経済産業省

生鮮次世代EDI推進検討委員会
（学識経験者、生産者・卸売業者・仲卸業者、小売業者）

生鮮検討タスクチーム
（生産者・卸売業者・仲卸業者、小売業者）

富士通株式会社

・生鮮標準メッセージ原案作成

　―業務プロセスモデル
　―生鮮標準メッセージ

―運用ガイドライン

（財）流通システム開発センター

・生鮮標準商品コード原案作成

　―生鮮標準商品コード
―運用ガイドライン

農林水産省

生鮮取引電子
化推進協議会

生鮮関係団体

連携

連携

報告委託

報告 委託 委託

連携

次世代EDI
標準化WG

報告

連携

連携
日本チェーンストア協会

日本スーパーマーケット協会

情報システム委員会（合同）

（財）食品流通構造改善促進機構
・委員会運営、事業とりまとめ

経済産業省

生鮮次世代EDI推進検討委員会
（学識経験者、生産者・卸売業者・仲卸業者、小売業者）

生鮮検討タスクチーム
（生産者・卸売業者・仲卸業者、小売業者）

富士通株式会社

・生鮮標準メッセージ原案作成

　―業務プロセスモデル
　―生鮮標準メッセージ

―運用ガイドライン

（財）流通システム開発センター

・生鮮標準商品コード原案作成

　―生鮮標準商品コード
―運用ガイドライン

農林水産省

生鮮取引電子
化推進協議会

生鮮関係団体

連携

連携

報告委託

報告 委託 委託

連携

次世代EDI
標準化WG

報告

連携

連携
日本チェーンストア協会

日本スーパーマーケット協会

情報システム委員会（合同）
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４．委員会開催状況 

（１）生鮮次世代ＥＤＩ推進検討委員会 

 第１回 平成１８年７月２８日（金） 

  主要議題 ①生鮮業界における次世代 EDI 標準化に対する取り組みについて 
②XML の概要について 
③今後のスケジュールについて 

 

 第２回 平成１８年１２月６日（水） 

  主要議題 ①生鮮検討タスクチームミーティングにおける検討状況の報告 
②今後のスケジュールについて 

 

第３回 平成１９年３月１５日（水） 

  主要議題 ①今年度の事業成果について 
②今後の課題について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生鮮次世代ＥＤＩ推進検討委員会の模様 

 

（２）生鮮検討タスクチームミーティング 
第―回 平成１８年８月４日（金） ※事前検討 

   主要議題 ①タスク検討スケジュールについて 

②青果取引業務プロセスモデルについて 

③基本形メッセージに追加すべき項目について 

④青果標準商品コードについて 
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第１回 平成１８年８月２４日（木） 

   主要議題 ①生鮮取引業務プロセスモデルについて 

②基本形メッセージに追加すべき項目について 

③青果標準商品コードについて 

 

第２回 平成１８年９月７日（木） 

   主要議題 ①生鮮取引プロセスモデル（不定貫、集計表発注）について 

②基本形メッセージに追加すべき項目について 

③青果標準商品コードについて（課題の整理） 

 

第３回 平成１８年９月２８日（木） 

   主要議題 ①メッセージ項目について 

②生鮮取引業務プロセスモデルについて（出荷確定ルール、集計表発注） 

③標準商品コードについて 

 

第４回 平成１８年１０月１７日（火） 

   主要議題 ①取引業務プロセスモデルについて 

（出荷・受領確定ルール、集計表発注） 

②メッセージ項目について 

③川上（青果）との意見交換 

 

第５回 平成１８年１０月３１日（火） 

   主要議題 ①メッセージ項目について 

②標準商品コードについて 

③取引業務プロセスモデルについて 

 

第６回 平成１８年１１月１６日（木） 

   主要議題 ①生鮮標準メッセージの検討状況について 

②取引業務プロセスモデルの確認 
③生鮮検討分科会での検討事項等について 

 

第７回 平成１８年１１月３０日（木） 

   主要議題 ①生鮮標準メッセージについて 

②取引業務プロセスモデルの確認 

③青果標準商品コードへ含める規格調査の結果について 
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第８回 平成１８年１２月１４日（木） 

   主要議題 ①運用ガイドラインの確認 

②青果標準商品コードについて 
 

第９回 平成１９年１月１１日（木） 

   主要議題 ①運用ガイドラインの確認 

②青果標準商品コードについて 
 

第１０回 平成１９年１月２５日（木） 

   主要議題 ①生鮮標準商品コードについて 

②生鮮標準メッセージについて 

③今後のスケジュールについて 

 

第１１回 平成１９年２月１５日（木） 

   主要議題 ①生鮮標準メッセージにおける残課題の確認 

②生鮮標準商品コードについて 

③今年度の成果及び来年度への課題について 

 

第１２回 平成１９年３月１日（木） 

   主要議題 ①生鮮標準メッセージにおける残課題の確認 

②生鮮標準商品コードについて 

③成果報告会についての確認 

 

（３）生鮮検討分科会 

第１回 平成１８年９月１日（金） 

  主要議題 ①事業実施体制について 

②事業実施スケジュールについて 
②現在までの検討状況について 

 

第２回 平成１８年１１月１４日（火） 

   主要議題 ①生鮮標準メッセージの検討状況について 

②生鮮標準商品コードについて 
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今年度の事業実施状況を図表Ⅰ－４－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅰ－４－１ 事業実施状況 
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５．委員名簿 

（１）生鮮次世代ＥＤＩ推進検討委員会 

氏 名 団体・会社名及び所属 役 職 

生駒 泰正 全国農業協同組合連合会 園芸販売部 園芸流通課 課長 

大滝 義彦 中央魚類㈱ 専務取締役 

加藤 崇 日本スーパーマーケット協会 流通推進部  

国友 昭良 京都青果合同㈱ 取締役常務執行役員

里口 勤 全国水産物卸組合連合会 専務理事 

鈴木 忠 日本園芸農業協同組合連合会 指導部 次長 

高浜 彰 全国漁業協同組合連合会 漁政・国際部 部長代理 

中島 宏 ㈱フラワーオークションジャパン 情報システム部 部長 

西澤 健一 浦和中央青果市場株式会社 取締役副社長 

原 昭徳 ㈱アークス 情報システムグループ ゼネラルマネジャー

◎ 藤島 廣二 東京農業大学 国際食料情報学部 教授 

三上 敏典 東京青果㈱ 情報システム部 部長 

三宅 興作 全国青果卸売協同組合連合会 専務理事 

宮崎 厳 イオン㈱ 情報システム部 部長 

山本 達雄 財団法人 日本食肉流通センター 理事 

横山 照美 日本チェーンストア協会 グローバル・サプライ担当 リーダー 

（◎：委員長、五十音順、敬称略） 
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（２）生鮮検討タスクチーム 
氏 名 団体・会社名及び所属 役 職 

原 昭徳 ㈱アークス 情報システムグループ ゼネラルマネジャー

畔蒜 多恵子 イオン㈱ 情報システム部 ＳＣＭ推進タスク リーダー 

笠井 元 イズミヤ㈱ 情報技術部  

相田 博 ㈱セブン＆アイ・ホールディングス システム企画部  

中村 彰男 ㈱ダイエー システム企画部 課長 

八方 亨 ㈱東急ストア 情報システム部 情報システムマネジャー

藤田 雅洋 ㈱マルイ 情報管理部 マネージャー 

神藤 信弘 ㈱ヤオコー ロジスティクス推進部 システム開発担当部長 

荒木 好雅 ユニー㈱ 情報システム部 チーフマネジャー 

天利 啓二 ㈱ライフコーポレーション 情報システム部 課長代理 

横山 照美 日本チェーンストア協会 グローバル・サプライ担当 リーダー 

加藤 崇 日本スーパーマーケット協会 流通推進部  

梶原 昭雄 全国農業協同組合連合会 園芸販売部 園芸流通課  

岸本 喜裕 日本園芸農業協同組合連合会 総務部 情報課 課長 

冨岡 重次 東京豊島青果㈱ 管理部 情報システムグループ 次長 

広田 功 東京青果㈱ 情報システム部企画課 課長 

矢野 能久 東京シティ青果㈱ 情報システム室第１課 課長 

稲垣 憲一 (有)三秀 営業部長 

金井 茂 東京大田市場青果卸売協同組合 副理事長 

三宅 興作 全国青果卸売協同組合連合会 専務理事 

関口 実 大都魚類㈱ 経理部 情報システムグループ グループリーダー 

高浜 彰 全国漁業協同組合連合会 漁政・国際部 部長代理 

沓澤 宏紀 ＪＡ全農ミートフーズ㈱ 情報システム部 部長 

米山 俊雄 株式会社エヌ・エス・イー システム支援グループ 業務推進担当部長 

（順不同、敬称略） 
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Ⅱ．生鮮分野を対象とした次世代ＥＤＩ標準化研究 
 
１．本事業における検討対象 
（１）作業項目 
本事業では、昨年度に実施した「流通サプライチェーン全体最適化促進事業」で整備され

たグロッサリー分野における標準業務プロセスモデル及び標準メッセージ等をベースとし

ながら、委員会の開催やヒアリング調査等を通して生鮮食品流通に適応した EDI システム

の標準化を検討し、以下の作業を実施した。 
 
 ①生鮮分野における標準取引業務プロセスモデルの調査 
 ②次世代 EDI 標準メッセージ原案の作成 
③次世代 EDI 運用ガイドラインの作成 

 ④青果標準商品コード原案の作成 
 ⑤青果標準品名追加候補案の作成 
 ⑥生鮮商品コードに関する基礎調査 
 
（２）対象品目 
（１）の作業に当たっては、基本的には生鮮４品目（青果、水産物、食肉、花き）の全て

を対象とした。 
但し、標準商品コードの検討については優先順位を設定し、特に青果については、産地

と市場間での取引において利用が進んでいる青果共通商品コードをベースとした、標準商

品コード原案の作成を目指した。水産物、食肉については、現状における標準商品コード

の利用実態が乏しいため基礎調査に留めた。また、花きについてはＪＦコードという業界

標準が存在しており、今回は検討対象外とした。 
 

図表Ⅱ－１－１ 作業項目及び対象品目 
作業項目 対象品目 

①生鮮分野における標準取引業務プロセスモデルの調査 青果、水産物、食肉、花き 
②次世代 EDI 標準メッセージ原案の作成 青果、水産物、食肉、花き 
③次世代 EDI 運用ガイドラインの作成 青果、水産物、食肉、花き 
④青果標準商品コード原案の作成 青果 
⑤青果標準品名追加候補案の作成 青果 
⑥生鮮商品コードに関する基礎調査 水産物、食肉 
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２．生鮮取引業務の現状における課題 
生鮮分野では、産地や数量、規格、価格等の諸要件が必ずしも発注段階で確定されない場

合が多く、特に水産物、食肉については納品時の重量で原価が確定する不定貫商品の存在が

大きな特徴となっている。また、小売業者の取引先となる仲卸業者には中小企業が多く、事

前商談を前提とした電話・FAX による受発注が中心となっており、取引業務を効率化する

EDI 化を推進するためのインフラ整備が待たれる。 

一方、大手小売（GMS・SM）と仲卸業者間では Web－EDI システムによる取引業務が

かなり進んでいる状況もみられるが、商品コードとしては主にインストアコードが利用され

ているため、仲卸業者にとってはコード変換作業が必要となり、取引先毎に複数のシステム

対応が必要となっているという状況にある。 

 
現状の課題                考えられる対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・電話・FAX 等による事前商談によ

り商品を確保している 
・EDI による事前商談情報や発注予定

情報（産地、数量、規格、価格、等）

の交換が必要 

・Ｔ／Ａでも、発注したとおりに商品

が入るとは限らない→産地、数量、

規格、価格、等の変更が発生する 
→手書伝票で対応している 

・不定貫商品、（納品時に重量が決ま

り、原価金額が決まる）、相場商品

がある 

・発注に対する出荷変更を受領で確定

する EDI プロセスが必要 
・商品の店舗納品時にはメモ（仮伝）

で検品し、翌日に来る本伝（手書伝

票）で仕入計上する仮伝運用の EDI
で対応 

・商品コードは主にインストアコード

と標準 JAN コードを使用している

・安全な食品を求める消費者ニーズか

ら生産者や商品の特定の要望が強

まっている 

・商品コードの標準化が必要→Ｔ／Ａ

（ターン／アラウンド）化は商品の

特定が必要なため、発注用商品コー

ドや規格の標準化が重要 
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３．生鮮分野における取引業務プロセスモデル及びメッセージ種 

前年度までの調査研究の結果、グロサッリーの基本形メッセージと異なるのは、発注前の

商談部分であることが分かっている。具体的には、週間商談の形で小売業が翌週の日々の発

注予定商品と数量を取引先の仲卸等に予約する業務、及び発注の直前に天候異変等による商

品と価格の変更連絡を、仲卸等から小売業に連絡する業務の２つである。 

前者については標準化対象外とし、準標準（※仮称）として翌年度以降に詳細を検討する

こととした。 

※ 準標準とは、現時点では標準プロセスには入れないが、多くの企業が各社各様の方法

で情報交換しているデータについて、メッセージとスキーマを用意する。 

本年度は発注以降のメッセージについてグロサッリーの基本形メッセージを基とし、こ

れに生鮮商材の特徴を反映させる検討を実施した。 

本年度の検討対象メッセージを図表Ⅱ－３－１に示す。 

 

図表Ⅱ－３－１ 検討対象メッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小売業
卸売市場

（仲卸業者／卸売業者）

事故調整事故調整

商談
商品ﾏｽﾀ登録

商談
商品ﾏｽﾀ登録

検 品検 品

発 注発 注

消込消込

支払支払

受 注受 注

分 荷

出 荷

事故調整事故調整

請求請求

消込消込

事故調整

売掛 買掛

出荷（梱包）データ

受領データ

請求データ

支払案内データ

返品データ

生鮮生鮮の取引プロセスモデル案の取引プロセスモデル案
（（斜線は準標準としてメッセージを定義斜線は準標準としてメッセージを定義するする、出荷（梱包）は、将来使用、出荷（梱包）は、将来使用））

商談
商品ﾏｽﾀ登録

商談
商品ﾏｽﾀ登録

事前商談（週間単位等）事前商談（週間単位等）

価格変更データ

出荷（伝票）データ

集計表発注データ

発注データ

小売へ

卸売市場から

週間予定、予約発注

支払サイト
の違い
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（１）出荷確定ルールについて 

  生鮮商材の大きな特徴のひとつとして「出荷時に、商品や原価に変更が発生することが

多い」がある。生鮮商材では現行でも手書伝票が多く、Ｔ／Ａ型で発注しても変更分は取

引先側で手書修正し納品されている。またＴ／Ａ型以外、取引番号無しで発注し、取引番

号は後で採番する企業もある。 

  このように出荷時に商品や原価が決定するようなプロセスパターンを「受領確定型プロ

セス」と名付け、必要となる追加メッセージ項目や、その運用方法を検討した。 

 

 ①追加メッセージ項目 

  「受領確定型プロセス」を実現するため、以下の５つのメッセージ項目を追加すること

とした。 

   ・取引番号有無区分 

    発注メッセージにて、取引番号を小売側がセットする／しないを表す。 

   ・元取引番号 

    出荷者管理番号にひもつく発注の取引番号を表す。 

   ・元取引明細番号 

    出荷者管理番号にひもつく発注の取引明細番号を表す。 

   ・出荷者管理番号 

    出荷者側の取引管理番号を表す。 

   ・出荷者管理明細番号 

    出荷者側の取引管理明細番号を表す。 

  追加項目を図表Ⅱ－３－２に示す。 

 

図表Ⅱ－３－２ 追加項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出荷者側の取引管理番号ＭＡＸ１０任意④出荷者管理番号

同、明細行番号ＭＡＸ４任意③元取引明細番号

同、明細行番号ＭＡＸ４任意⑤出荷者管理明細番号

出荷者管理番号にひもつく発注の取引番号ＭＡＸ１０任意②元取引番号

有：01 Ｔ／Ａ型、

無：02 発注書型。明細データの
み送付し、取引番号を後付

発注メッセージにて、取引番号を小売側が
セットする／しないを表す

２桁任意①取引番号有無区分

コード表項目の意味桁数
必須／
任意

項目名

出荷者側の取引管理番号ＭＡＸ１０任意④出荷者管理番号

同、明細行番号ＭＡＸ４任意③元取引明細番号

同、明細行番号ＭＡＸ４任意⑤出荷者管理明細番号

出荷者管理番号にひもつく発注の取引番号ＭＡＸ１０任意②元取引番号

有：01 Ｔ／Ａ型、

無：02 発注書型。明細データの
み送付し、取引番号を後付

発注メッセージにて、取引番号を小売側が
セットする／しないを表す

２桁任意①取引番号有無区分

コード表項目の意味桁数
必須／
任意

項目名
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 ②「受領確定型プロセス」の項目設定ルール 

  「受領確定型プロセス」の項目設定ルールを検討するに当たり、Ｔ／Ａ型、及びＴ／Ａ

型以外を発注書型と名付け、２つのパターンに分けて整理を行った。 

 

 【Ｔ／Ａ型】 

   商品の変更が発生した場合、取引先側で出荷者管理番号を発番、元の取引番号を元取

引番号にセットして出荷データを作成する。取引番号は必須項目なのでゼロをセットす

る。小売が取引番号を発番して受領を返す。 

 【発注書型】 

   商品の変更が発生した場合、小売は取引付属番号に発注書番号をセットして発注する。

取引番号は必須項目なのでゼロをセットする。取引先は出荷者管理番号を付番して、出

荷データを返す。小売が取引番号を発番して受領を返す。 

 

   上記の通り、Ｔ／Ａ型も発注書型も受領時の取引番号により請求から支払へとつなげ

る。また、発番ルールを明確にした上で、出荷者管理番号を取引番号として使っても良

い。手書伝票の場合は、小売が入力して受領を返すこととする。 

 

 ③取引番号有無区分 

   発注時に取引番号をセットしない場合のため、取引番号有無区分を追加項目とした。

取引番号区分が“０１”の場合はＴ／Ａ型を、“０２”の場合は発注書型を表す。 

 

 ④伝票明細が分かれる条件 

   「受領確定型プロセス」の検討の際に、伝票明細が分かれる条件について明確にした

方がよいのではないかとの意見が出された。以下に検討結果についてまとめる。 

   【出荷時変更の基準】 

    ・産地が変わった場合（分荷） 

・原価が変わった場合 

・企画変更が商品コードの変更になる場合 

    ・過剰納品を受ける場合 

    ・入数の変更 

   元の取引番号にひもつけ、新しい出荷者番号、行で出荷データを追加作成（現行、手

書伝票にあたる）する。上記の原価変更、企画変更による商品コードの変更、及び入数

の変更の場合は、元の商品の出荷数量はゼロになる。 

 

 

   以下に「受領確定型プロセス」の【Ｔ／Ａ型】、【発注書型】２つのパターンの具体例

（入力データ項目の一部）を図表Ⅱ－３－３～４に示す。 
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図表Ⅱ－３－３ 【Ｔ／Ａ型】の受領確定型プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ－３－４ 【発注書型】の受領確定型プロセス 
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ｷｬﾍﾞﾂM

ｷｭｳﾘ

ｷｬﾍﾞﾂM
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（２）集計表発注について 

 商品ごとの店舗配分あるいは店舗ごと商品配分をマトリックス形式で表示した帳票を集

計表とし、これらの帳票を用いた発注を「集計表発注」と総称した。集計表の使用目的は、

取引番号を少なくして、帳票数を減らすことにある。使い方としては、取引先が出力して納

品時に使用することで、センター検収、店別仕分け、ピッキングリストとして使用される。

集計表に伝票番号を付番し、証憑として利用しているところもある。この集計表を使用して

いる小売りは一部であり、現在運用している各社に必要性を社内で再確認していただいた結

果、この運用を無くすことはできないが、標準としては必須ではないという結論に達した。

最終的に「集計表発注」は、オプション扱いとして位置付けられた。つまり、生鮮のメッセ

ージとして「集計表作成データ」は定義するが、使用するかどうかは各社の事情により判断

する。「発注メッセージ」送信と同時に、必要に応じて「集計表作成データ」を送信し、必

要に応じて帳票出力する形として整理した。集計表発注の流れを図表Ⅱ－３－５に示す。 

  
図表Ⅱ－３－５ 集計表発注の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会社間の取引メッセージとしては、集計表の現行機能から『①計上用データ』と『②集計

表作成データ』に分けて考えた。①計上用データとしては、発注～出荷～受領～請求～支払

は標準版メッセージを使用できると判断された。②集計表を作成するためのデータについて

は、発注メッセージをベースに店別仕分に必要な最低項目のみをセットするものを「集計表

作成データ」として定義した。「集計表作成データ」の階層構造について、図表Ⅱ－３－６

に示す。 

 



18 

集計表帳票としては、取引先の立場から言えば、統一・標準化されたものが望ましい。集

計表帳票として代表的なサンプルを標準化し、２パターン用意した。図表Ⅱ－３－７に品目

別・店別の集計表サンプルを、図表Ⅱ－３－８に店別・品目別の集計表サンプルを示す。各

社は、使い勝手のよい方を選択して使用する。必ずこのサンプルを使用しなければいけない

かという議論も行ったが、取引先からみれば標準化されたものが望ましいため、推奨案とし

てガイドラインに注釈を入れることとし、各社固有の帳票はなるべく少なくなるように配慮

した。もしこれらの帳票で内容に問題が生じる場合は、各社の責任において、帳票を作成し、

取引先に使い方を指導することになる。 

 

 

図表Ⅱ－３－６ 集計表作成データの階層図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＢＤＨにはデータ整合性
に関する項目をマッピング

繰り返し

送受信情報 32.最終送信先，5.取引件数

＜発注者情報＞

＜取引＞
取引番号

＜直接納品先＞

＜取引先情報＞

・・・

＜取引明細＞

＜商品＞

・・・

送信単位（メッセージに付属）

繰り返し

ＳＢＤＨ

繰り返し

繰り返し

＜最終納品先＞
最終納品先コード
最終納品先名称

＜店舗発注数量＞

店舗発注数量（発注単位数）
店舗発注数量（バラ）
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図表Ⅱ－３－７ 品目別・店別の集計表サンプル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ－３－８ 店別・品目別の集計表サンプル 
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（３）仮伝運用について 

生鮮品の特性上、真夜中に物流が行われるが、会社間の取引条件で単価変更がその場で確

定できないような場合が発生する。その場合、仮単価で出荷し、後で相手先に確認して確定

データとするような運用がある。これらの運用を「仮伝運用」として整理した。「仮伝」と

いう表現については、次世代 EDI の名称としてふさわしくないのではという意見が出た。

「未確定」「未完了」という案もあがったが、「仮伝」の方が従来からの流れでイメージしや

すく、直感的にわかりやすいという卸、仲卸の意見により、「仮伝」の名称として決定した。 

「仮伝運用」の対応案として、「仮伝フラグ」を追加した。「仮伝フラグ」が「０１」の場

合は仮伝とし、「原単価」を「仮単価」として扱う。「仮伝フラグ」が「００」の場合を本伝

とし、「原単価」を正として対応した受領データを返す。仮伝フラグを使用した運用例につ

いて、図表Ⅱ－３－９に示す。 

 

図表Ⅱ－３－９ 仮伝フラグを使用した運用例 
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（４）不定貫商品について 

生鮮商品の特性として、定貫商品と不定貫商品が存在する。定貫商品とは、原価が商品コ

ードに依存した発注単位（個数、ケース数等）で決定する商品。これに対し、不定貫商品と

は、商品の性格上または製造工程上の理由から最終成果品の完成重量の確定ができない商品

のこと。このため、完成重量にバラツキが生じ、価格が多少前後する結果となる。従って、

原価が重量で決定する商品のことである。水産物や食肉では一般的に使われている。青果で

は、国産松茸、アールスメロンなどの商品で、不定貫商品扱いするものがある。 

定貫商品と不定貫商品を区別する項目として、「不定貫区分」を追加した。「不定貫区分」

が「００」の場合を定貫商品、「０１」の場合を不定貫商品として表す。 

 

（５）商品識別における生鮮追加項目 

商品識別における生鮮追加項目を図表Ⅱ－３－１０に示す（網かけ部分が生鮮メッセージ

として追加された項目）。不定貫商品の場合に使われる項目、商品属性を表す項目が追加さ

れている。商品コード検討の過程で、商品属性の部分は１３桁コードの中に含まれるかどう

かにかかわらず、追加項目として外出しするようにした。追加項目の取捨選択については、

委員にアンケートをとり、必要と思われるもののみを抽出した。 
 

図表Ⅱ－３－１０ 商品識別における生鮮追加項目 
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①入数 

出荷単位の荷姿に入っている数量を表す。ケース入数が不確定な場合や不定貫の場合

は今後の検討課題である。現状では重量または１を入れることとする。コード化の検討

もなされたが、セットされるものが現時点では確定できないため、テキスト型でフリー

入力として定義した。 

②単価登録単位 

不定貫の場合の単価登録の単位を表す。100ｇ当たり、1kg 当たりなど。「単価登録単

位」と「内容量」の単位については一致させることが決定した。 

③発注重量、出荷重量、受領重量、返品重量 

不定貫商品の場合に使用し、発注重量は発注時の推定重量を表す（確定重量が不明な

ため）。出荷・受領・返品重量は、確定重量を表す。 

④内容量 

不定貫発注でパック、個を使う場合、発注数量（バラ）１個当たりの容量を表す。 

⑤商品コード（出荷元） 

ソースマーキングされた生産者コード。納品時に必要に応じてセットする。 

⑥等級 

商品のグレードを表す（Ａ、Ｂ、Ｃ、秀、優、良など）。 

⑦階級 

商品のサイズを表す（Ｌ、Ｍ、Ｓ、大、中、小など）。 

⑧銘柄 

産地銘柄を表す。特定の品種や産地を指定して商品化したブランド品の名称。 

⑨商品ＰＲ 

朝採り、葉付き、土付き、根付きなど商品に関するこだわりや商品ＰＲ、商品特性、

おすすめ情報を表す。 

⑩バイオ区分 

商品栽培時のバイオ技術の適用種別を表す区分。 

⑪取引単位重量 

卸売市場等で取引される単位重量（５kg、１０kg など）。kg で表す。小数点以下３桁

の精度を持つ。 
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（６）データセット方法の考え方 

定貫商品におけるデータセット例を図表Ⅱ－３－１１に示す。同じ商品であっても、商

品形態や規格、入数などにより商品コードが異なる。発注時は、発注する商品コードに該

当する原単価、原価金額、売単価、売価金額、発注単位、発注単位コード、発注数量（発

注単位数）、発注数量（バラ）、入数、発注荷姿などをセットする必要がある。出荷（納品）

時は、基本的に発注メッセージの内容を引き継いで値をセットするが、実際の出荷商品に

合わせた商品情報、出荷数量、欠品数量に合わせて原価金額、売価金額を再計算し、値を

セットする。受領時は、発注・出荷メッセージの内容を引き継いで値をセットするが、実

際の受領数量に合わせて原価金額、売価金額を再計算し、値をセットする。 
 

図表Ⅱ－３－１１ 定貫商品におけるデータセット例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
不定貫商品におけるデータセット例を図表Ⅱ－３－１２に示す。不定貫商品の場合、「単

価登録単位」項目を使用して、原単価、売単価の基準となる重量（100g 当りや 1kg あたり）

を設定する。「内容量」項目を使用して、発注数量（バラ）１個当たりの容量を設定する。

「単価登録単位」と「内容量」の単位については、一致させるよう決定した。また、数量と

は別に重量（『発注重量』『出荷重量』『受領重量』）の項目を追加し、発注時は、『発注重量』

に推定重量をセットする（必須ではない）。出荷以降については、『出荷重量』『受領重量』
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に確定重量をセットする。原価金額、売価金額はそれぞれ再計算する。各項目の計算式は、

図表Ⅱ－３－１３に示す。受領時の受領重量については、抜き打ち検査を行う程度であり、

実際には納品重量と同一の値が入る場合が多い。受領時段階で重量を変更されると開設者へ

の報告時に困る場合があるので、出荷重量と受領重量の間に差異が発生する場合には、事故

扱いとする。 
 

図表Ⅱ－３－１２ 不定貫商品におけるデータセット例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ－３－１３ 不定貫商品に使用する計算式 

 

 

 

 

 

 

アウトパック商品はｇ単位 (kg では小数点以下３桁) での取引があり得るため、事前に会

社間で取り決めしておく内容であるが、生鮮メッセージ項目としては、小数点以下３桁の精

度を持つものとして定義する。現状小数点２桁で運用しているため、小数点３桁化は容易で

はないという意見もあったが、食肉の場合、計量器システムとの連携で、小数点３桁運用し

ている場合もあるということで、小数点３桁とした。取引先と小売との事前調整で決定され

る内容であり、小数点２桁運用の場合は、XML データに２桁をセットすることで実運用に

問題は発生しないと思われる。 

 

 

【計算式】 

  重量   ＝  内容量 × 発注数量（バラ）：小数点３桁 

  原価金額 ＝  原単価 × 重量 

  売価金額 ＝  売単価 × 重量 



25 

（７）生鮮４品におけるデータセット方法 

青果における定貫商品のデータセット例を図表Ⅱ－３－１４に、不定貫商品のデータセッ

ト例を図表Ⅱ－３－１５に示す。いくつかの発注パターンについて、検討したが、今回設定

した項目にて通常パターンは網羅されるという結論に達した。 

 
図表Ⅱ－３－１４ 青果（定貫商品）におけるデータセット例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ－３－１５ 青果（不定貫商品）におけるデータセット例 
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花きにおけるデータセット例を図表Ⅱ－３－１６に示す。花きの場合は、青果と同じ使い

方で問題ないことを確認した。 

 

図表Ⅱ－３－１６ 花き（定貫商品）におけるデータセット例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水産物における定貫商品のデータセット例を図表Ⅱ－３－１７に、不定貫商品のデータセ

ット例を図表Ⅱ－３－１８に示す。 
 

図表Ⅱ－３－１７ 水産物（定貫商品）におけるデータセット例 
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図表Ⅱ－３－１８ 水産物（不定貫商品）におけるデータセット例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食肉のメッセージ検討における発注形態の組合せパターンを図表Ⅱ－３－１９に示す。発

注パターンの組み合わせは、畜種、国産／輸入、商品分類などから 1-1～3-2 の９パターン

とした。 
図表Ⅱ－３－１９ 食肉のメッセージ検討における発注形態の組合せパターン 
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参考として、部分肉における入数と重量を、図表Ⅱ－３－２０に示す。 
 

図表Ⅱ－３－２０ 部分肉の入数と重量 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ－３－１９に基づいた、食肉におけるデータセット例を図表Ⅱ－３－２１～２９に

示す。 
和牛ブロックの単品パーツ発注（不定貫）の例を図表Ⅱ－３－２１に示す。入数は分割数

により異なる。例としてケースにはネックと２分割肩ロースが入っているような場合は、

「入数：３」をセットしている。チルド、フローズンの違いは、商品コードにて分類する。 
和牛ブロックの規格セット発注（不定貫）の例を図表Ⅱ－３－２２に示す。規格セットの

場合、発注形態は、単品：パーツ発注（1-1）と同じである。ケースラベルの商品名は「和

牛１／４セット」といった名称となる。ケース内のピース商品ラベルは、実部位名称となる。

入数は、１商品名称に対して基本４ケースとなるが、入数の考え方については、次年度以降、

取引形態・商材別に検討する必要があると思われる。 
国産牛ブロックのセット発注（不定貫）の例を図表Ⅱ－３－２３に示す。この場合、事前

商談にて毎週木曜日に３頭納品といったような発注となる。発注は、紙ベース（メールや

FAX）の場合がほとんどである。出荷（納品）以降、データが作成される。１頭あたり基

本１６ケースとなる。納品は、部位別に作成され、入荷検品時の部位別の受領データを返す

ことになる。 
輸入牛ブロックの単品パーツ発注（不定貫）の例を図表Ⅱ－３－２４に示す。取引形態は
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和牛ブロックの単品パーツ発注（1-1）と同じである。 
国産鶏の単品発注（定貫）の例を図表Ⅱ－３－２５に示す。 
国産牛スライス（不定貫）のパック発注例を図表Ⅱ－３－２６に示す。納入者は、発注デ

ータをもとにスライス肉を加工計量する。発注データを計量器へ連動し、計量指図データと

するような運用となる。アウトパック商品はｇ単位（kg では小数点以下３桁）での取引が

あり得るため、メッセージ上も小数点以下３桁の精度とした。 
国産牛スライス（定貫）の例を図表Ⅱ－３－２７に示す。定貫商品と不定貫商品を混在さ

せて同じ伝票で発注することはない。納品時パック不足の場合は、赤伝を発行する（伝票単

位で取り消しを行う）。 
国産豚ミンチ（不定貫）のパック発注例を図表Ⅱ－３－２８に示す。納入者は、発注デー

タをもとにミンチ肉を加工計量する。発注データを計量器へ連動し、計量指図データとする

ような運用となる。扱いは、国産牛スライス（2-1）と同じである。 
スライス肉やミンチ肉の不定貫でのケース発注パターンについても検討したが、このパタ

ーンはあまり発生しないのではという結論になった。１ケースごとに内容量の合計重量が必

要であり、計量作業の手間を増やすだけである。 
国産豚ミンチ（定貫）のパック発注例を図表Ⅱ－３－２９に示す。定貫商品では、入数を

決めて発注することが多い。 
 

図表Ⅱ－３－２１ 和牛ブロック【単品：パーツ発注】の例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



30 

図表Ⅱ－３－２２ 和牛ブロック【規格セット発注】の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ－３－２３ 国産牛ブロック【セット発注】の例 
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図表Ⅱ－３－２４ 輸入牛ブロック【単品：パーツ発注】の例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ－３－２５ 国産鶏【単品発注】の例（定貫） 
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図表Ⅱ－３－２６ 国産牛スライスの例（不定貫） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ－３－２７ 国産牛スライスの例（定貫） 
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図表Ⅱ－３－２８ 国産豚ミンチの例（不定貫） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ－３－２９ 国産豚ミンチの例（定貫） 
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（８）商品加工について 

商品は同一だが、流通過程（取引先、センター、店舗など）で加工処理が入り、最終販売

形態が異なる場合がある。図表Ⅱ－３－３０に商品加工の説明図を記載した。この場合の扱

いについて追加の項目が必要ではないかという検討が行われたが、こういう場合は、商品コ

ードで判断するため、メッセージ上に加工指示を目的とした項目は必要ないという結論に達

した。 

 

図表Ⅱ－３－３０ 商品加工における説明図 

自社商品コード

０１７００００１

形態

?(1袋200g)

ｹｰｽ（２kg入)０１７００００２

発注商品コード
発注

単位
商品名 規格 原単価 買単価 原価金額 売価金額

発注

単位

ｺｰﾄﾞ

発注数量

(バラ)
発注

荷姿

発注数量
(発注単位数)

01700001 10さや豌豆1袋200g 200G 150 178 4,440 7,960
0000
(個)

20
03

(ｹｰｽ)
2

納品時に取引先が袋詰

納品時ははだか、小売センターで袋詰加工

納品時ははだか、小売店舗で袋詰加工

× ２０× ２０

取引先

× ２０× ２０ × ２０× ２０

小売センター 小売店舗

⇒ ⇒

(２kg)(２kg) × ２０× ２０ × ２０× ２０
⇒ ⇒

(２kg)(２kg) × ２０× ２０
⇒ ⇒

(２kg)(２kg)
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（９）産地セットの考え方 

原産地は、生鮮の場合は特に重要な項目である。事務局案として「産地コード（都道府県

コード or 国コード）」、「産地名（都道府県名、国名）」、「原産エリア」にて原産地を表現す

ることを考えた。各社における生鮮関連のマスタを調査した結果、青果・食肉に関しては当

初の事務局案で吸収できるという結論に達した。つまり、国や都道府県は「産地コード」、

「産地名」を使用し、それ以外の市町村やエリア、一般的に知られている地名（松坂や紀州

など）、及び海外のエリア（フロリダ産やカリフォルニア産など）は原産エリアを使用する

ことで対応可能である。 

一方、鮮魚に関しては上記以外に、水域、水揚げ漁港まで含んでいる場合が多い。その管

理方法も、大きなエリアで管理しているところ、細かいエリアで管理しているところ、水揚

漁港まで細かく指定している場合と各社様々であり、全てを網羅させるには無理がある。取

り扱う幅が広いため、コードの維持メンテを継続的に行うには、コードの維持管理機関が必

要となると思われる。そこで今年度の結論は、水域を大きなブロックで「水域コード」「水

域名」として設定し、細かい内容（漁港名含む）は原産エリアに記載することとした。 

メッセージ追加項目を図表Ⅱ－３－３１に示す。生鮮でのセット例を図表Ⅱ－３－３２に

示す。 

 

図表Ⅱ－３－３１ 産地項目の追加内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ－３－３２ 生鮮での産地項目セット例 

 

漁獲水域を表すコード。漁獲統計海区に準じた分類とする。

※細かいエリアや水揚漁港名などはコード化せずに原産エリアに記載する。

Identifier(2)水域コード

発注時に指定した産地または出荷時に確定した産地を表す名称。Text(20)産地名

国、都道府県内のエリアを表す。市町村名、その他一般に知られている地名（「紀州産」、「カリフォルニア産」など）。

水産物の場合は、細かい水域名（相模湾、浜名湖産など）、水揚げ漁港（焼津港、銚子港など）を表す。

Text(30)原産エリア

漁獲水域を表す名称。漁獲統計海区に準じた分類とする。Text(20)水域名

発注時に指定した産地または出荷時に確定した産地を表すコード。

※海外産地の場合は、貿易統計上に発生する国名符号を使用する。

※国都道府県内の市町村やエリア、水揚漁港名などはコード化せずに原産エリアに記載する。

Identifier(3)産地コード

内容型・桁項目名

漁獲水域を表すコード。漁獲統計海区に準じた分類とする。

※細かいエリアや水揚漁港名などはコード化せずに原産エリアに記載する。

Identifier(2)水域コード

発注時に指定した産地または出荷時に確定した産地を表す名称。Text(20)産地名

国、都道府県内のエリアを表す。市町村名、その他一般に知られている地名（「紀州産」、「カリフォルニア産」など）。

水産物の場合は、細かい水域名（相模湾、浜名湖産など）、水揚げ漁港（焼津港、銚子港など）を表す。

Text(30)原産エリア

漁獲水域を表す名称。漁獲統計海区に準じた分類とする。Text(20)水域名

発注時に指定した産地または出荷時に確定した産地を表すコード。

※海外産地の場合は、貿易統計上に発生する国名符号を使用する。

※国都道府県内の市町村やエリア、水揚漁港名などはコード化せずに原産エリアに記載する。

Identifier(3)産地コード

内容型・桁項目名
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（１０）訂正・取り消しについて 

 グロッサリー版と比較して生鮮特有の項目は見られなかった。 

 

（１１）請求～支払い案内について 

 グロッサリー版と比較して生鮮特有の項目は見られなかった。 

 

（１２）その他の検討項目について 

①個体識別番号 
  トレーサビリティの関連で、個体識別番号が必要ではないかという意見が出た。納品

時に、複数の個体識別番号が付く場合があり、メッセージと実際の商品の紐付けができ

ないため、出荷メッセージに付加しても使えないのではないかという意見やトレーサビ

リティ関連は受発注メッセージとは別管理した方がよいのではないかといった意見が

あり、現在は保留項目となっている。EDI の使い方次第で、メッセージに取り入れる

かどうかの判断を行う必要がある。なお、XML メッセージ上、繰り返し項目の定義は

できるため、複数の個体識別番号を表現すること自体は可能である。 
 
②計算パターン区分 

不定貫商品の原価計算を行う方法を数パターン用意しておき、発注時にどのパターン

で原価を計算するかを指定する運用を行っているような会社間取引がある。計算パター

ンが標準で対応できるかどうかの判断を行い、標準として対応できない計算パターンが

有る場合は、今後必要性を検討する。 
 
③その他の項目 
  昨年度の検討において、追加候補にあがっていたものの中で、以下の項目については、

今回の生鮮メッセージ項目には追加しないことになった。 
・ 発注単位（容量）  ・ 販売期限日 
・ 入数コメント   ・ 製造番号（出荷ロット、生産者圃場Ｎｏ） 
・ 不定貫区分（詳細）  ・ 産地連絡Ｎｏ 
・ 基地情報   ・ 原価連絡有無区分 
・ 生産者（出荷団体）  ・ 計量値付連動区分 
・ 市場コード、市場名  ・（加工センター）計量値付 発注単位 
・ 生産者名   ・（加工センター）計量値付 単価登録単位 
・ 栽培方法   ・（加工センター）計量値付 単価 
・ 糖度    ・（加工センター）マークダウン元売価 
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４．生鮮標準商品コード 
生鮮標準商品コードに関して、小売業とその取引先間が生鮮商品の EDI 取引を行う際に

使用する商品コードの標準化に向けた検討を実施した。具体的には、青果、水産物、食肉の

生鮮各分野の内、青果については標準商品コードの基本的な考え方の策定、それ以外の分野

については標準商品コード検討のための基礎調査を実施した。 
 

（１）青果標準商品コード 
①これまでの経緯 

青果の商品コードについては、農林水産省が１９９７年度から５ヵ年計画で推進した

食品流通情報化基盤開発事業の中で標準化が進められた。 
青果の EDI 取引用標準商品コードとしては、青果標準品名を表す４９２２から始ま

る１３桁の青果共通商品コードと、これの品質や規格、原産地などの複数の商品属性コ

ードとの組合わせにより商品を特定する方式が制定された。また併せて、産地リレーさ

れるような汎用的な産地パック青果物の店頭販売（POS システム）用ソースマーキン

グコードとして、生鮮 JAN コードが標準化された。図表Ⅱ－４－１に従来の青果共通

商品コードと生鮮 JAN コードの体系を示す。 
現在、青果共通商品コードは、出荷者と卸売業間における仕切情報や出荷情報などの

EDI を中心に利用されてきている。しかし、卸売業者から川下の、特に小売業・仲卸

売業者間ではほとんど利用が行われていない。 
この理由の一つとして、現在小売業で一般的な発注システムが、事前商談で予定され

た商品を固定長の自社商品コード（インストアコード）をキイとして発注する仕組みで

あることが指摘されている。青果共通商品コードと属性情報の組合わせで商品を特定

（発注）する方式では、現行のシステムや運用に対する影響や変更負荷が大きいとされ

るためである。 
こうした状況認識を踏まえ、昨年度は小売業で発注に使用されている商品コード（イ

ンストアコード）と一対一で対応し、現行の小売発注システムからの移行負荷が少ない

青果標準商品コードの実現に向けて、生鮮 JAN コードをベースとして見直しを図って

いく方向で検討が行われた。 
その結果、小売業で使用されている発注用商品コード（商品名称）には様々な規格属

性情報が含まれており、１３桁の青果標準商品コードとしてどこまでの属性を含め、そ

れ以外の属性をどう取り扱うかなどが次年度への課題として残された。 
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図表Ⅱ－４－１ 青果共通商品コードと生鮮ＪＡＮコード（従来） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②今年度の検討概要 

昨年度の検討に引続き、小売業とその取引先間が生鮮取引業務プロセスモデルに従っ

て EDI 取引を行う際に使用可能な、青果標準商品コードの具体的な内容について検討

を行った。 
当初、検討は小売業（川下）を中心に進めたが、標準商品コードに対する産地、出荷

者（川上）や卸売業、仲卸売業（川中）サイドのニーズなどを把握する必要性があると

判断されたことから、途中からは川下から川上の全体を含めた形で進めた。 
具体的には、現行の小売各社の青果商品コードに含まれている規格属性情報の中で、

青果EDIで必要な商品属性と生鮮JANコード中に最低限盛り込むべき商品属性の検討、

及び青果標準品名の見直し検討などを行い、青果標準商品コードの基本的な考え方とし

て運用ガイドラインにとりまとめた。 
以下に主な検討ポイントを示す。 

 

③青果業界における EDI 取引及び標準商品コード利用の実態把握 

青果標準商品コード検討の方向性確認に向けて、青果業界全体を通じた EDI 取引及

び標準商品コード利用などの現状把握を行った。青果における主要情報と商品コードの

Ｐ＝ 栽培方法区分等
０： 指定なし ４： ハウスまたは温室（加温、無加温）

１： 有機農産物 ５： マルチ
２： 特別栽培農産物 ６、７：リザーブ
３： 無袋（サン） ８： 輸入

９： （自由使用フラグ）

４９２２ ■■■■■ Ｐ ００ c/d
生鮮フラグ 標準品名コード 栽培方法 ゼロ ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ

区分等 固定

＜青果共通商品コード＞

※産地、卸間を中心にＥＤＩ用商品コードとして 利用へ。

※規格等はＰを除き、すべてコード体系から外出し。必要に応じて属性項目で設定。

標準品名コード
31700：キャベツ 31701：夏秋キャベツ ･･･

34100：きゅうり 34102：太きゅうり ･･･

42000：りんご 42800：晩生りんご ･･･

42830：ふじりんご 42850：王林りんご ･･･

４９２２ ■■■■■ Ｐ Ｓ Ｖ c/d
生鮮フラグ 標準品名コード 栽培方法 サイズ 量目/ ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ

区分等 入数

※ 商品属性の一部をＰＳＶとしてコード体系の中に取込み。

※ Pは必要に応じて標準品名コードと組み合わせて利用。現在、Ｐ＝9で下2桁は小売自由使用。

＜生鮮ＪＡＮコード＞

Ｐ＝ 栽培方法区分等
０： 指定なし ４： ハウスまたは温室（加温、無加温）

１： 有機農産物 ５： マルチ
２： 特別栽培農産物 ６、７：リザーブ
３： 無袋（サン） ８： 輸入

９： （自由使用フラグ）

４９２２ ■■■■■ Ｐ ００ c/d
生鮮フラグ 標準品名コード 栽培方法 ゼロ ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ

区分等 固定

＜青果共通商品コード＞

※産地、卸間を中心にＥＤＩ用商品コードとして 利用へ。

※規格等はＰを除き、すべてコード体系から外出し。必要に応じて属性項目で設定。

標準品名コード
31700：キャベツ 31701：夏秋キャベツ ･･･

34100：きゅうり 34102：太きゅうり ･･･

42000：りんご 42800：晩生りんご ･･･

42830：ふじりんご 42850：王林りんご ･･･

４９２２ ■■■■■ Ｐ Ｓ Ｖ c/d
生鮮フラグ 標準品名コード 栽培方法 サイズ 量目/ ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ

区分等 入数

※ 商品属性の一部をＰＳＶとしてコード体系の中に取込み。

※ Pは必要に応じて標準品名コードと組み合わせて利用。現在、Ｐ＝9で下2桁は小売自由使用。

＜生鮮ＪＡＮコード＞
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流れを図表Ⅱ－４－２に示す。 
■ 出荷者・卸売業間 

出荷、仕切情報を中心に既に青果共通商品コードと商品属性情報の組合わせによる

EDI 取引が逐次浸透しつつあり、業務効率化などの一定の効果を上げてきている。 
■ 卸売業・仲卸売業間（市場取引） 

一部、市場内の請求支払業務などで青果標準品名を中心に青果共通商品コードが利用

されてはじめているところもあるものの、卸売市場では依然として口頭、電話、FAX
などによる取引が中心であり、EDI や標準商品コードの利用は進んでいない状況にあ

る。 
■ 小売業・仲卸売業間 

受発注では、電話や FAX を中心に、一部に EOS や Web－EDI による EDI が行われ

ている。 
商品は、事前の商談で詳細な規格や産地などの属性がある程度決められていることが

多く、小売からの発注（商品の区別）は、インストアコードと商品名（テキスト情報）

が併用されている。 
インストアコードは各小売業でバラバラなコードであるため、仲卸売業では自社商品

コードへの変換（ひも付け）作業や商品属性情報なども含めた自社システムへの入力作

業負荷が大きく、また属人的なコード利用やコードの使い回しなどによる確認問い合わ

せ作業負荷も大きくなっている。 
 

青果業界全体としてみると、各階層間における情報システム化、EDI 化に対する意

識や推進状況にかなりの温度差があり、また標準商品コードの方向性についても、川上

は既に導入が進んでいる青果共通商品コード（と属性情報の組合わせ）、川下の小売業

は生鮮 JAN コードをベースとした固定長の商品コードの利用がそれぞれ望まれている

ことが分かった。 
こうしたことから、今回検討する青果標準商品コードは、川上を中心に利用が進む青

果共通商品コードとの整合性を確保しつつ、現状、特に商品コードに関わる課題が大き

い小売業とその取引先との間の EDI 用商品コードとして利用可能なものを目指した。 
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図表Ⅱ－４－２ 青果における主要情報と商品コードの流れ 

仲卸組合
（組合CD※）

産地/出荷者 卸 仲卸 小売出荷ﾃﾞｰﾀ →

・ﾍﾞｼﾞﾌﾙ（5桁）+属性CD

請求ﾃﾞｰﾀ

← 発注、受領 等

社内CD

・ｲﾝｽﾄｱCD+品名他
（他に標準JAN 等）

請求ﾃﾞｰﾀ（代払い時）

請求書
（一括出力）

請求書
（主に量販店以外）

← 発注（tel、fax）
納品書、請求書 →

組合CD手入力
（orひも付け）送り状 →

← 仕切書

社内CD手入力
（or ひも付け）

：データ交換（ＥＤＩ）：紙、Tel、fax

商品手配

情報センター（市場内）

・一部、4922（13桁）へ
移行

仲卸組合
（組合CD※）

・産地・卸間は、系統では約3割が出荷、

仕切データをＥＤＩ化。
・商品の特定は、ベジフルコード（5桁）＋

属性コード（規格 等）。

・一部、ベジフルから生鮮標準商品ｺｰﾄﾞ
（4922コード：13桁）へ移行。

・卸・仲卸間の商品手配は、口頭、ｔｅｌ、

ｆａｘ中心。

・卸から仲卸への請求処理（および仲卸

から小売への代払い精算）は情報セン

ターで共通化へ。

・小売・仲卸間は、tel、fax、紙媒体を中心に、一部で

EOS､Web-EDI等を実施。

・発注内容は事前に商談やｔｅｌで取り決め。
・EDI（発注）の商品特定はｲﾝｽﾄｱｺｰﾄﾞ+品名、規格等。

・販売用も含めｲﾝｽﾄｱｺｰﾄﾞの運用管理負荷大。

・小売別コードやコードの使い回し等により、仲卸の
変換(ひも付け)作業負荷大。

（口頭、tel、fax）
納品、請求 等 →

4922 標準品名（5桁） c/dＰ００4922 標準品名（5桁） c/dＰ００

（必要に応じて）
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（POS）

・ｲﾝｽﾄｱCD

(ﾜﾝﾀｯﾁｷｰ)

・標準JAN
○農協きゅうり

ＡM 10Ｋｇ
○農協きゅうり

ＡM 10Ｋｇ

社内CD 社内CD

△農協ﾋﾟｰﾏﾝ
ＡM 袋 30入
△農協ﾋﾟｰﾏﾝ
ＡM 袋 30入

△農協ピーマン
150ｇ

( 0 1 ) 0 4 9 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 4

△農協ピーマン
150ｇ

( 0 1 ) 0 4 9 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 4

○農協きゅうり
ＡM 10Ｋｇ

○農協きゅうり
ＡM 10Ｋｇ
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+属性

（凡例）

大田市場
統一CD

青果標準商品コード？

大田市場の例
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④青果標準商品コードの基本的な考え方 

量販店を中心とする小売業とその取引先間で青果の EDI 取引を行う際に使用される

商品コードは、商品タイプに応じて以下の３種類を使い分ける。 
■ 標準 JAN コード 

出荷者により JAN シンボルで商品（消費者販売単位）にソースマーキングされた商

品コード（＝JAN コード） 
■ 青果標準商品コード 

小売業とその取引先間の取引で、汎用品の青果物（の規格）を共通的に識別する１

３桁の標準商品コード 
■ インストアコード 

上記以外で、小売業の個別性が高い青果商品や販売規格などを識別する、小売社内

商品コード 
 

   ここで青果標準商品コードは、量販店を中心とする小売業とその取引先間の青果

EDI において汎用品の青果商品の規格を識別する共通商品コードと位置付け、１３桁

固定長の生鮮 JAN コードをベースとしながら以下を前提として検討を行った。 

・川上・川中で利用が進む青果共通商品コードとの整合性を確保する。 
・EDI を中心にできるだけ販売でも使用できるものとする。 

・発注に先立ち、詳細な商品規格は商談である程度決定されているものとする。すな

わち、 

－ 青果標準商品コードは商談時の商品を区別できるレベルであること（区別でき

るものであればよい） 

－ 標準商品コードで不足する規格などの情報は必要に応じて属性コードとして

追加指定する 

 
⑤標準商品コードの体系 

青果標準商品コードの体系は生鮮 JAN コードをベースとして、青果標準品名（５桁）、

栽培方法等区分（１桁）に加え、残りの２桁に規格情報項目の中から汎用的、共通的

な流通規格及び販売規格を盛り込む方向で検討を進めた。 
栽培方法等区分（Ｐ）については、川上、川中で使用されている青果共通商品コー

ドにおいて、既に無袋（サン）、ハウスなどの区分が利用されていることから、これと

の整合性を考慮してＰ＝０～６の中でコードの再配置を含めて内容の見直しを行った。 
また、従来、Ｐ＝９の場合には残り２桁を小売自由使用コードとしていたが、標準

コードの枠組みの中で自由使用を認めることは現状のインストアコードと同様の混乱

を招くとの指摘から、これを廃し、代りにＰ＝０～６でカバーしきれない共通的な販

売規格を、将来的にＰ＝７～９の中で逐次整備していくこととした。 
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青果標準商品コードの体系を図表Ⅱ－４－３示す。 

 

図表Ⅱ－４－３ 青果標準商品コードの体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥青果標準品名コード（５桁） 

青果の品目や品種を表すコードであり、青果業界の川上、川中で使用されているベ

ジフル品名コードに準拠する。 

今後、小売業とその取引先が青果標準商品コードを利用していくという視点から、

現状の青果標準品名の中で不足する品目や品種などの洗い出し調査、確認を行った。 

図表Ⅱ－４－４に青果標準品名追加候補の洗い出し状況（部分）を示す。 

 

調査では、小売各社の品名と青果標準品名との突き合わせを行い、名寄せやベジフ

ル品名コードの考え方に基づく基本的な取捨選択などを行った上で、青果標準品名に

不足する品目や品種を標準品名追加候補案として整理を行った（Ⅳ．添付資料 ５．

青果標準品名追加候補案リスト）。 

4922＋標準品名コード＋栽培方法等区分（Ｐ）＋規格（ＸＸ）＋cd

① ② ③

① 標準品名コード（５桁）

・青果物の品目、品種を表すコード

・青果業界の川上・川中で使用されているベジフル品名コードに準拠

② 栽培方法等区分（１桁）

0：指定なし 1：有機 2：特別栽培 3：無袋（サン） 4：ハウス 5：マルチ

6：輸入 7～9：共通販売規格等コードエリア（リザーブコードを含む）

③ 規格（２桁）

栽培方法等区分の範囲によって下記のとおり設定

・Ｐ＝０～６ ：汎用的、共通的な流通規格および主要販売規格を各１桁の

量目コード（Ｖ）と階級コード（Ｓ）を組み合わせて表現

ＸＸ＝量目コード（Ｖ）＋階級コード（Ｓ）

・Ｐ＝７～９ ：上記以外の共通販売規格中心（今後、必要に応じて整備）

ＸＸ＝品目ごとにコード化

※ 規格（ＶＳ）＝００は青果共通商品コードに相当
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図表Ⅱ－４－４ 青果標準品名追加候補の洗い出し（部分） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑦栽培方法等区分（１桁） 

ハウス、無袋をはじめ有機、特別栽培といった、主に青果の栽培方法などを識別す

る属性情報である。基本的な内容については、一部のコード再配置を除き従来のもの

をほぼそのまま踏襲した。 
また、新たにＰ＝７～９を共通販売規格等コードエリアとし、Ｐ＝０～６でカバー

（コード化）しきれない共通的な販売規格をこの中で逐次整備していくこととした。 
＜栽培方法等区分（Ｐ）＞ 
  ０：指定なし 
  １：有機農産物 
  ２：特別栽培農産物 
  ３：無袋（サン） 
  ４：ハウスまたは温室（加温、無加温） 
  ５：マルチ 
  ６：輸入 
  ７：共通販売規格等コードエリア（リザーブコードを含む） 
  ８：共通販売規格等コードエリア（リザーブコードを含む） 
  ９：共通販売規格等コードエリア（リザーブコードを含む） 
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⑧規格項目 

青果標準商品コードに含める規格項目の検討にあたり、改めて小売業との EDI 取引

で必要となる商品規格情報の調査を行った結果、以下のものがあげられた。 
・取引単位重量※（卸売市場で取引される荷姿重量＝流通規格） 

例）ふじりんご 10kg ケース、５kg ケース など 
・等級※ 
・階級※（サイズ） 
・産地（原産国）※ 
・原産エリア※ 
・銘柄※ 
・荷姿（発注荷姿、出荷荷姿） 
・内容量（産地パック、リパック商品等の小売販売単位の重量や入数＝販売規格） 

例）ホウレン草 200ｇ袋、250ｇ袋 など 
・入数（荷姿当り小売販売単位の入数） 
・プロモーション（商品ＰＲ）※（特売などの販促は商品区分を使用） 
・バイオ区分※ 

 
青果標準商品コードは、桁数の制約上これら必要なすべての属性を網羅できないも

のの、あらかじめ商談で予定された商品を区別できればよいとの考え方から、最終的

に上記の中から量目（取引単位重量と内容量）と階級（サイズ）に絞り込まれた。 
なお、規格の中で青果 EDI 標準メッセージに不足していたもの（※印）については、

メッセージへの追加を行った。 
 
⑨規格コード（２桁） 

規格コードは、栽培方法等区分（Ｐ）のコード範囲によってそれぞれ付番方法を設

定するようにした。ただし、いずれの場合もＰ００（ＶＳ＝００）は青果共通商品コ

ードに対応する。 
特にＰ＝０～６の場合については、量目と階級の組合わせを連番で付番する方式と、

量目と階級のそれぞれを 1 桁ずつ意味付けして付番する方式が検討され、コードの分

かり易さ、覚えやすさ、利用のし易さなどの点で、後者の桁をそれぞれ意味づけして

付番する方式が採用された。また、規格コードの中の並びは、卸売市場における取引

などを参考に、量目、階級の順とした。 
・Ｐ＝０～６の場合 

   品目ごとに、汎用的、共通的な流通規格及び主要な販売規格を、各 1 桁の量目コ

ード（Ｖ）と階級コード（Ｓ）を組み合わせて表現 



45 

    ＸＸ＝量目コード（Ｖ）＋階級コード（Ｓ） 
 

・Ｐ＝７～９の場合 
    上記以外の共通的な販売規格を中心に、今後必要に応じて共通コード化 

     ＸＸ＝品目ごとの共通コード 
 
⑩量目コード（Ｖ） 

当初、量目コードは、品目や品種の中で共通的、代表的な取引単位重量（１0kg ケー

ス、5kg ケースなどの流通規格）や内容量（200ｇパック、300ｇパックなどの販売規

格）を洗い出した上で、個々にコード化する方向で検討を行った。 
しかし、商談を前提とした現状の受発注においては、小売商品マスタ上で流通規格

や販売規格が具体的に指定されるケースが必ずしも多くない、品目によって規格の内

容や種類が多岐にわたるため個々にコード化しては数が多くなり運用が複雑になるな

どの理由から、できるだけパターン化して小売業や取引先にとって簡潔で分かりやす

く、覚えやすいコードとすることが求められた。 
この結果、原則として量目コードは、流通規格として原体３種類、販売規格として

パック４種類と袋３種類に集約された。 
■ 流通規格 

流通規格は、同日内に複数種類の荷姿（ケース重量）の発注を区別する必要性から、

以下の原体３種類とする。なお、原体（レギュラー）は販売用のバラ（１個売り）も

兼用する。 

・１：原体（レギュラー）～ その品目の中で一般的、代表的な重量のもの 

・０：原体（ハーフ）  ～ レギュラー品のハーフサイズ（重量）のもの 

・９：原体（その他）  ～ 上記以外のもの 

■ 販売規格 
通常商品の販売規格は、個数売りと袋売りをそれぞれ複数個ずつコード化する。 
パック内の入数がはっきりしているものは具体的に２個入、３個入、４個入、５個

入以上とし、都度、容量や重量が変わるものは汎用的な小袋、袋、大袋にそれぞれ割

り当てる。 
またカット商品の場合は、個数売りの各コードを１/２、１/３、１/４、１/５以下に

それぞれ読替えて使用する。 
  ＜個数売り＞ 

・２：２個入（１/２） 
・３：３個入（１/３） 
・４：４個入（１/４） 
・５：５個入以上（１/５以下） 
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注 1）いずれも、商品に応じて個、本などの単位に読替えて使用 
注 2）品目によっては、５個入以上は“その他”として、ギフト、化粧箱などに使用 
注 3）カッコ内はカット商品の場合 
＜袋売り＞ 
・６：小袋 
・７：袋 
・８：大袋 

 注 1）いずれも、商品に応じて袋、パック、束などの単位に読替えて使用 
 

以上の量目コードは必要に応じて販売でも使用できるものとし、その場合の 1 個売

り（バラ販売）は原体（レギュラー）のコードを兼用する。 
なお、発注用商品コードとしては納品される際の商品形態が識別できればよいとの

考えから、商談で決めたれた取引方法（ケース取引またはピース取引）に応じて、上

記の各量目をケース単位またはピース単位に読替えて利用する。 
量目コード表を図表Ⅱ－４－５に示す。 

 
図表Ⅱ－４－５ 量目コード表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※品目によっては「その他」として利用

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9
原体

（ハーフ）
原体

(レギュラー)
1/2 １／３ 1/4 １/５以下 － － －

原体
（その他）

「バラ」
を兼ねる

または
「その他」※

・いつもの 「その他」
・１個売りを 　・ギフト
兼ねる 　・化粧箱

　　　　　等

備　考

量目内容

量目コード
流通規格＋主要販売規格（Ｐ＝０～６に付番）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9
原体

（ハーフ）
原体

(レギュラー)
２個入 ３個入 ４個入 ５個入以上 小袋 袋 大袋

原体
（その他）

「バラ」
を兼ねる

または
「その他」※

・いつもの ・個、本 ・個、本 ・個、本 「その他」 ・袋、パック、 ・袋、パック、 ・袋、パック、
・１個売りを ・ギフト 束 束 束
兼ねる ・化粧箱 ・いつもの袋

　　　　　等 （パック、束）

流通規格＋主要販売規格（Ｐ＝０～６に付番）
量目コード

備　考

量目内容

１．通常商品の量目コード

２．カット商品の量目コード

※品目によっては「その他」として利用

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9
原体

（ハーフ）
原体

(レギュラー)
1/2 １／３ 1/4 １/５以下 － － －

原体
（その他）

「バラ」
を兼ねる

または
「その他」※

・いつもの 「その他」
・１個売りを 　・ギフト
兼ねる 　・化粧箱

　　　　　等

備　考

量目内容

量目コード
流通規格＋主要販売規格（Ｐ＝０～６に付番）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9
原体

（ハーフ）
原体

(レギュラー)
２個入 ３個入 ４個入 ５個入以上 小袋 袋 大袋

原体
（その他）

「バラ」
を兼ねる

または
「その他」※

・いつもの ・個、本 ・個、本 ・個、本 「その他」 ・袋、パック、 ・袋、パック、 ・袋、パック、
・１個売りを ・ギフト 束 束 束
兼ねる ・化粧箱 ・いつもの袋

　　　　　等 （パック、束）

流通規格＋主要販売規格（Ｐ＝０～６に付番）
量目コード

備　考

量目内容

１．通常商品の量目コード

２．カット商品の量目コード



47 

⑪階級コード（Ｓ） 
階級（サイズ）についても、出来るだけ簡単かつ分かりやすいコード利用の観点か

ら、卸売市場で多く流通している階級の中でＳＭＬのサイズ表現を基本とした上で、

品目によって玉数表現などをパターン化して設定することとした。階級コード（基本

表現とその他の例）を図表Ⅱ－４－６に示す。 
 

図表Ⅱ－４－６ 階級コード（基本表現とその他の例） 

 
 
 
 
 
 
 
 

なお、参考として、野菜及び果実の上位品目における代表的な階級と量目を図表Ⅱ－

４－７に示す。 

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

基本表現 指定なし ２Ｓ以下 Ｓ Ｍ Ｌ ２Ｌ ３Ｌ ４Ｌ以上 － その他

指定なし － 小 中 大 － － － － その他

白菜 指定なし － － ８玉 ６玉 ４玉 － － － その他

りんご等 指定なし５０玉以上 ４６玉 ４０玉 ３６玉 ３２玉 28/26玉 ２４玉以下 － その他

・・・ ・・・

いちご 指定なし Ｂ Ｓ Ｍ Ｌ ２Ｌ ３Ｌ Ａ ２Ａ その他

・・・

玉
数

・・・

パターン

大小表現
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２Ｓ Ｓ Ｍ Ｌ ２Ｌ ３Ｌ ４Ｌ 他 備　　考
3010 だいこん ○ ○ ○ ○ ○ 10 15 20

3030 人参 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2M 10

3110 白菜 8 6 4 玉数表現を優先 10 12 13 15
○ ○ ○

3148 ミズナ ○ ○ ○ 5 0.15 0.2 0.25

3170 キャベツ ○ ○ ○ 10 15
10 8 6 4、5､9

3180 ホウレン草 ○ ○ ○ 3.6 0.1 0.17 0.2 0.25 0.3 0.35 0.4 0.5

3190 ねぎ ○ ○ ○ ○ 5 10 ２Ｐ ３Ｐ

3193 こねぎ ○ ○ ○ 2 3 0.05 0.1

3290 セルリー ○ ○ ○ ○ 36 6 10 27

3310 ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ ○ ○ ○ ○ 2M、XL、A 5 6.8 10 13.6 0.08 0.1 0.15 0.22 0.25

3330 ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ ○ ○ ○ 8,9､10,12,14,20 3 4 5 6 8 10 0.25

3340 レタス ○ ○ ○ ○ ○ 8,9,12,14 5 6 8 10

3410 きゅうり ○ ○ ○ ○ 5 5.5 7 10 0.4 0.5

3430 なす ○ ○ ○ ○ 2 5 7.5 8 10 0.24 0.3 0.35 0.4 0.44 0.5 0.6
4､5本？

3440 トマト ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3S　16,18,20,24,28 1.3 4 6 0.5

3444 ミニトマト ○ ○ ○ ○ ○ 2 2.4 3 0.2 0.3

3450 ピーマン ○ ○ ○ 4 4.5 5 7.5 9 0.15 0.18 0.2

3660 たまねぎ ○ ○ ○ ○ 5 10 20 22.7 0.8

3810 生しいたけ ○ ○ ○ ○ 4､6､8 1 2 5 0.1 0.15 0.2 0.3

3850 しめじ ○ ○ ○ Ａ 5 0.1 0.15 0.16 0.17 0.18 0.2 0.5

（注） ：特に比率が高い量目 ：比較的比率が高い量目

品　名
流通規格（ケース重量（Ｋｇ）） 販売規格（パック重量（Ｋｇ）または入数（Ｐ、本））

量　　目階　　　　　級

図表Ⅱ－４－７ （参考）野菜の上位品目における代表的な階級と量目 
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2S Ｓ Ｍ Ｌ 2L 3L 4L 他 備　　考
4010 みかん ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 8 9 10

4010 早生みかん ○ ○ ○ ○ ○ 3 5 9 10

4021 極早生みかん ○ ○ ○ ○ ○ 5 9 10

4070 甘夏柑 ○ ○ ○ ○ ○ 9 10

4080 伊予柑 ○ ○ ○ ○ ○ 5 10

4148 不知火 ○ ○ ○ ○ ○ 3 5 7 10
28 24 20 18 15 12

4213 つがるりんご 50 46 40 36 32 28/ 24 10 4P 6P
以下 26 以上

4270 ふじりんご 50 46 40 36 32 28/ 24 56 10 20 4P 5P 6P
以下 26 以上

4292 王林りんご 50 46 40 36 32 28/ 24 56 10 5P 6P 8P
以下 26 以上

4320 幸水なし 50 44 40 36 32 28 24 20 5 10
以下 以上

4320 豊水なし 50 44 40 36 32 28 24 20 5 10
以下 以上

4410 富有がき ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7.5 8.6 10
48 42 36

4422 平核無かき ○ ○ ○ ○ ○ 4 7.5

4423 刀根早生がき ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 7.5

4450 もも 22/ 15/ 14/ 13 5 7 4P
28 25 20 18 16 12 0.8

4560 巨峰ぶどう ○ ○ ○ 4 5 6 8 0.3 0.35 0.4 0.45 0.7 1

4671 とちおとめ苺 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ A、2A、B、G ？ 0.3
B S M L 2L 3L A 2A

4673 あまおう ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ A､2A､3A､B､G､DX ？ 0.3 0.45
B S M L 2L 3L A 2A

4710 ｱｰﾙｽﾒﾛﾝ ○ ○ ○ ○ ○ 5L 4･･･ 7 ・・・ 8 ・・・ 9 ･･･10

5､6　玉数換算？
4760 西瓜 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5L、6L 10 13 15 15.5 16 18

（注） ：特に比率が高い量目 ：比較的比率が高い量目

品　名
流通規格（ケース重量（Ｋｇ）） 販売規格（パック重量（Ｋｇ）または入数（Ｐ、本））

量　　目階　　　　　級

（参考）果実の上位品目における代表的な階級と量目 
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⑫規格コードの設定 
Ｐ＝０～６における基本的な規格コードは、前述の量目（Ｖ）と階級（Ｓ）を組み合

わせることにより、図表Ⅱ－４－８の規格コード設定一覧（通常商品のケース、カット

商品のケース）のように表現される。 
 

図表Ⅱ－４－８ 規格コード設定一覧（通常商品のケース） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

規格コード設定一覧（カット商品のケース） 

 

指定無し ２Ｓ以下 Ｓ Ｍ Ｌ ２Ｌ ３Ｌ ４Ｌ以上 （予備） その他
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

原体（ハーフ） ※ ハーフ　２Ｓ以下 ハーフ　Ｓ ハーフ　Ｍ ハーフ　Ｌ ハーフ　２Ｌ ハーフ　３Ｌ ハーフ　４Ｌ以上 － ハーフ　その他

０ （００） ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９

原体（レギュラー） レギュラー レギュラー　２Ｓ以下 レギュラー　Ｓ レギュラー　Ｍ レギュラー　Ｌ レギュラー　２Ｌ レギュラー　３Ｌ レギュラー　４Ｌ以上 － レギュラー　その他

１ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９

２個入 ２個入 ２個入　２Ｓ以下 ２個入　Ｓ ２個入　Ｍ ２個入　Ｌ ２個入　２Ｌ ２個入　３Ｌ ２個入　４Ｌ以上 － ２個入　その他

２ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９

３個入 ３個入 ３個入　２Ｓ以下 ３個入　Ｓ ３個入　Ｍ ３個入　Ｌ ３個入　２Ｌ ３個入　３Ｌ ３個入　４Ｌ以上 － ３個入　その他

３ ３０ ３１ ３２ ３３ ３４ ３５ ３６ ３７ ３８ ３９

４個入 ４個入 ４個入　２Ｓ以下 ４個入　Ｓ ４個入　Ｍ ４個入　Ｌ ４個入　２Ｌ ４個入　３Ｌ ４個入　４Ｌ以上 － ４個入　その他

４ ４０ ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ ４９

５個入以上 ５個入以上 ５個入以上　２Ｓ以下 ５個入以上　Ｓ ５個入以上　Ｍ ５個入以上　Ｌ ５個入以上　２Ｌ ５個入以上　３Ｌ ５個入以上　４Ｌ以上 － ５個入以上　その他

５ ５０ ５１ ５２ ５３ ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ ５９

小袋 小袋 小袋　２Ｓ以下 小袋　Ｓ 小袋　Ｍ 小袋　Ｌ 小袋　２Ｌ 小袋　３Ｌ 小袋　４Ｌ以上 － 小袋　その他

６ ６０ ６１ ６２ ６３ ６４ ６５ ６６ ６７ ６８ ６９

袋 袋 袋　２Ｓ以下 袋　Ｓ 袋　Ｍ 袋　Ｌ 袋　２Ｌ 袋　３Ｌ 袋　４Ｌ以上 － 袋　その他

７ ７０ ７１ ７２ ７３ ７４ ７５ ７６ ７７ ７８ ７９

大袋 大袋 大袋　２Ｓ以下 大袋　Ｓ 大袋　Ｍ 大袋　Ｌ 大袋　２Ｌ 大袋　３Ｌ 大袋　４Ｌ以上 － 大袋　その他

８ ８０ ８１ ８２ ８３ ８４ ８５ ８６ ８７ ８８ ８９

原体（その他） 原体その他 原体その他　２Ｓ以下 原体その他　Ｓ 原体その他　Ｍ 原体その他　Ｌ 原体その他　２Ｌ 原体その他　３Ｌ 原体その他　４Ｌ以上 － 原体その他　その他

９ ９０ ９１ ９２ ９３ ９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９

※ 青果共通商品コード

量
目

階級（サイズ）

指定無し ２Ｓ以下 Ｓ Ｍ Ｌ ２Ｌ ３Ｌ ４Ｌ以上 （予備） その他
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

原体（ハーフ） ※ ハーフ　２Ｓ以下 ハーフ　Ｓ ハーフ　Ｍ ハーフ　Ｌ ハーフ　２Ｌ ハーフ　３Ｌ ハーフ　４Ｌ以上 － ハーフ　その他

０ （００） ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９

原体（レギュラー） レギュラー レギュラー　２Ｓ以下 レギュラー　Ｓ レギュラー　Ｍ レギュラー　Ｌ レギュラー　２Ｌ レギュラー　３Ｌ レギュラー　４Ｌ以上 － レギュラー　その他

１ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９

１/２ １/２ １/２　２Ｓ以下 １/２　Ｓ １/２　Ｍ １/２　Ｌ １/２　２Ｌ １/２　３Ｌ １/２　４Ｌ以上 － １/２　その他

２ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９

１/３ １/３ １/３　２Ｓ以下 １/３　Ｓ １/３　Ｍ １/３　Ｌ １/３　２Ｌ １/３　３Ｌ １/３　４Ｌ以上 － １/３　その他

３ ３０ ３１ ３２ ３３ ３４ ３５ ３６ ３７ ３８ ３９

１/４ １/４ １/４　２Ｓ以下 １/４　Ｓ １/４　Ｍ １/４　Ｌ １/４　２Ｌ １/４　３Ｌ １/４　４Ｌ以上 － １/４　その他

４ ４０ ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ ４９

１/５以下 １/５以下 １/５以下　２Ｓ以下 １/５以下　Ｓ １/５以下　Ｍ １/５以下　Ｌ １/５以下　２Ｌ １/５以下　３Ｌ １/５以下　４Ｌ以上 － １/５個以下　その他

５ ５０ ５１ ５２ ５３ ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ ５９

（予備） － － － － － － － － － －

６ ６０ ６１ ６２ ６３ ６４ ６５ ６６ ６７ ６８ ６９

（予備） － － － － － － － － － －

７ ７０ ７１ ７２ ７３ ７４ ７５ ７６ ７７ ７８ ７９

（予備） － － － － － － － － － －

８ ８０ ８１ ８２ ８３ ８４ ８５ ８６ ８７ ８８ ８９

原体（その他） 原体その他 原体その他　２Ｓ以下 原体その他　Ｓ 原体その他　Ｍ 原体その他　Ｌ 原体その他　２Ｌ 原体その他　３Ｌ 原体その他　４Ｌ以上 － 原体その他　その他

９ ９０ ９１ ９２ ９３ ９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９

※ 青果共通商品コード

量
目

階級（サイズ）



51 

⑬青果標準商品コードサンプル 
以上の検討結果を踏まえて、最終的に野菜、果実それぞれの上位取扱い品目について

青果標準商品コードサンプルを作成した。（Ⅳ．添付資料 ４．青果標準商品コードリ

スト（主要品目版）） 
なお、いずれの品目においても、規格＝００は青果共通商品コードに一致する。 

 
図表Ⅱ－４－９ 青果標準商品コードサンプル（抜粋） 

標準品名 量目 階級
ふじりんご 4922 42830 0 0 0 ｃ/d (＝青果共通商品コード)
ふじりんご 原体（ハーフ） ５０玉以上 4922 42830 0 0 1 ｃ/d
ふじりんご 原体（ハーフ） ４６玉 4922 42830 0 0 2 ｃ/d
ふじりんご 原体（ハーフ） ４０玉 4922 42830 0 0 3 ｃ/d
ふじりんご 原体（ハーフ） ３６玉 4922 42830 0 0 4 ｃ/d
ふじりんご 原体（ハーフ） ３２玉 4922 42830 0 0 5 ｃ/d
ふじりんご 原体（ハーフ） ２８/２６玉 4922 42830 0 0 6 ｃ/d
ふじりんご 原体（ハーフ） ２４玉以下 4922 42830 0 0 7 ｃ/d
ふじりんご 原体（ハーフ） その他 4922 42830 0 0 9 ｃ/d
ふじりんご 原体（レギュラー） 4922 42830 0 1 0 ｃ/d
ふじりんご 原体（レギュラー） ５０玉以上 4922 42830 0 1 1 ｃ/d

・・・ ・・・
ふじりんご ２個入 4922 42830 0 2 0 ｃ/d
ふじりんご ２個入 ５０玉以上 4922 42830 0 2 1 ｃ/d
ふじりんご ２個入 ４６玉 4922 42830 0 2 2 ｃ/d
ふじりんご ２個入 ４０玉 4922 42830 0 2 3 ｃ/d
ふじりんご ２個入 ３６玉 4922 42830 0 2 4 ｃ/d
ふじりんご ２個入 ３２玉 4922 42830 0 2 5 ｃ/d
ふじりんご ２個入 ２８/２６玉 4922 42830 0 2 6 ｃ/d
ふじりんご ２個入 ２４玉以下 4922 42830 0 2 7 ｃ/d
ふじりんご ２個入 その他 4922 42830 0 2 9 ｃ/d
ふじりんご ３個入 4922 42830 0 3 0 ｃ/d
ふじりんご ３個入 ５０玉以上 4922 42830 0 3 1 ｃ/d

・・・ ・・・
ふじりんご 小袋 4922 42830 0 6 0 ｃ/d
ふじりんご 小袋 ５０玉以上 4922 42830 0 6 1 ｃ/d
ふじりんご 小袋 ４６玉 4922 42830 0 6 2 ｃ/d
ふじりんご 小袋 ４０玉 4922 42830 0 6 3 ｃ/d

・・・ ・・・
ふじりんご 大袋 ２４玉以下 4922 42830 0 8 7 ｃ/d
ふじりんご 大袋 その他 4922 42830 0 8 9 ｃ/d
ふじりんご 原体（その他） 4922 42830 0 9 0 ｃ/d
ふじりんご 原体（その他） ５０玉以上 4922 42830 0 9 1 ｃ/d
ふじりんご 原体（その他） ４６玉 4922 42830 0 9 2 ｃ/d
ふじりんご 原体（その他） ４０玉 4922 42830 0 9 3 ｃ/d
ふじりんご 原体（その他） ３６玉 4922 42830 0 9 4 ｃ/d
ふじりんご 原体（その他） ３２玉 4922 42830 0 9 5 ｃ/d
ふじりんご 原体（その他） ２８/２６玉 4922 42830 0 9 6 ｃ/d
ふじりんご 原体（その他） ２４玉以下 4922 42830 0 9 7 ｃ/d
ふじりんご 原体（その他） その他 4922 42830 0 9 9 ｃ/d

商　品　名　称 青果標準商品コード 備　　考
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⑭青果 EDI に於ける商品コードセット方法 
   小売業と取引先間の青果 EDI における商品コードは、各商品タイプに応じての以下

の通りセットする。 
■ ソースマーキング商品 

GTIN 及び発注用（商品コード）の各項目に、ソースマーキングコードである GTIN
（０＋標準 JAN コード）をセット 

■ 共通規格商品（流通規格＋主要販売規格） 
発注用（商品コード）項目に、青果標準商品コード（Ｐ＝０～６）をセット 

■ 共通規格商品（②以外の販売規格中心） 

発注用（商品コード）項目に、青果標準商品コード（Ｐ＝７～９）をセット 
■ 店舗独自規格商品 

発注用（商品コード）項目に、小売社内コード（インストアコード）をセット 
 
青果 EDI では、商品タイプに応じて３種類の商品コードを使い分けるが、川中、川上側

における対応を考慮し、いずれの場合も必要に応じて取引先用 EDI 項目に青果共通商品コ

ードをセット可能とした。 
なお、商品コードの方向性として、現状の個別商品コード（インストアコード）から、将

来的に標準 JAN コードや青果共通商品コードといった共通商品コードへの利用を目指して

いくことが、共通目標として確認された。 
青果 EDI における商品タイプ別商品コードセット方法を図表Ⅱ－４－１０に示す。 
 

図表Ⅱ－４－１０ 青果ＥＤＩにおける商品タイプ別商品コードセット方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目指すべき方向性

商品タイプ

ＥＤＩ項目

商品コード区分

商品属性 ※※

・標準ＪＡＮでソースマーキングされ ・原則、量目（V）と階級（S）コードの ・②以外の共通的な販売規格等 ・②、③以外の店舗の個別性が高い

　た産地パック商品やＰＢ商品 　組合わせで付番 　を必要に応じて順次整備 　商品や販売規格などに使用
・量目は汎用性、共通性が高い流 ・規格（ＸＸ）は品目毎に設定
　通規格を中心に、一部販売規格 ・Ｐ=9から付番（残りはリザーブ）
・V、S＝０（指定なし）は川上・川中
　EDIの青果共通商品コードに一致

※ 取引先用　 ＝ 川中・川上でのＥＤＩへの対応を考慮し、任意で青果共通商品コード（4922+標準品名+Ｐ００+cd）をセット

※※ 商品属性＝ 産地コード、産地名、原産エリア、等級、階級、プロモーション、バイオ区分　等

自社コード（９９９）

③左記以外（販売規格中心）
④店舗独自規格商品①ソースマーキング商品

ＧＴＩＮ-１４（００６） EAN/UCC-１３（００５）

備　考

4922+標準品名+Ｐ００+cd
（Ｐ＝０～６）

取引先用 ※
4922+標準品名+Ｐ００+cd

（Ｐ＝０～６）
4922+標準品名+Ｐ００+cd

（Ｐ＝０～６）

必要に応じて追加指定

EAN/UCC-１３（００５）

必要に応じて追加指定 必要に応じて追加指定 必要に応じて追加指定

個 別 商 品 コ ー ド共　通　商　品　コ　ー　ド

青果標準商品コード
4922+標準品名+Ｐ××+cd

（P=7～9）

－ －

インストアコード
（２０１２３４５・・・）

共通規格商品（汎用品）

②流通規格＋主要販売規格

ＧＴＩＮ ０＋標準ＪＡＮコード －

4922+標準品名+Ｐ００+cd
（Ｐ＝０～６）

発注用 ０＋標準ＪＡＮコード
青果標準商品コード

4922+標準品名+ＰＶＳ+cd
（P=0～6）
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（２）生鮮標準商品コード（水産物、食肉）基礎調査 

今年度の生鮮商品コード標準化は、青果を主対象に検討を行ったが、並行して２００６年

１２月以降、水産物と食肉の商品コードに関する基礎調査を行った。調査は２段階に分けて

実施した。 
 
①調査－１（小売業の現状調査） 

■ 目的 
小売業における水産物と食肉の EDI 実施状況、並びに発注品名／コードの現状と課

題を把握し、商品コード標準化検討の基礎資料とする。 
■ 実施概要 
・実施時期：２００７年１月１０日～２２日 
・調査方法：電子メールによる送信と回答 
・調査内容 
－EDI（発注）の実施割合 
－EDI 実施の課題 
－発注品名／コードの現状 
－商品マスタ運用上の課題 

・調査対象：生鮮検討タスクチーム参加小売業１０社（回答は７社） 
 

②調査－２（商品コード標準化に対する意識調査） 

■ 目的 

水産物と食肉の EDI 標準化を進めるに当たって、EDI 用商品コード標準化検討の必

要性について方向性を探る。 
■ 実施概要 
・実施時期：２００７年２月１９日～２６日 
・調査方法：電子メールによる送信と回答 
・調査内容 
－EDI 用商品コード標準化の必要性 
－標準化が必要な（または必要でない）理由 
－標準化検討を進める上での前提や留意点 
－標準コード案作成目標時期とその理由 
－生鮮 EDI 標準化事業全般への要望等 

・調査対象：生鮮検討タスクチーム参加小売業１０社（回答は６社）及び水産物、食肉

の卸売業者 
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③調査の手順 

調査－１の結果をとりまとめ、第１１回生鮮検討タスクチームで検討した。その結果、

小売並びに卸に対して標準化の必要性に関する考え方を訊く調査－２を実施すること

とした。 
調査－２の結果、小売、卸ともに商品コードの標準化の意向が高いことが判明した。

その内容は第１２回生鮮検討タスクチームに報告し、来年度以降、水産物と食肉の標準

商品コードの検討を進めるべきとの提案と留意事項をまとめた。 
 
 

図表Ⅱ－４－１１ 水産物、食肉の商品コード基礎調査実施フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

調査票の設計 

 

調査－１の実施 

（小売業の現状調査） 

第 11 回生鮮タスクで検討 

 

調査－２の実施 

（小売/卸の意識調査） 

第 12 回生鮮タスクで検討 

＜２００７年＞ 
 
 
 

1/10 
～ 

1/22 
 
 
 

2/15 
 
 

2/19 
～ 

2/26 
 
 

3/1 
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（３）生鮮標準商品コード基礎調査結果について 
【調査－１（小売業の現状調査）結果概要】 

２００７年１月に実施した調査－１では、小売業の水産物と食肉の EDI（発注）実施割

合や課題、発注品名／コードの現状、商品マスタ運用上の課題について調査し、結果を分析

した。 
 
①EDI（発注）の実施割合 

発注品名／コードの理解を深めるためにも、水産物と食肉のオンライン発注の割合を

調べた。 
水産物については下表のように、回答４社のうち３社でオンライン発注の割合が 80

～90％に達している。 
 

図表Ⅱ－４－１２ 小売業の水産物発注方法別割合（％） 

 

 
食肉の発注割合は下表のように、回答４社のうち３社でオンライン発注の割合が

90％を占めている。１社（C 社）は逆に直接面談による発注が８割を占めている。 
 

図表Ⅱ－４－１３ 小売業の食肉発注方法別割合（％） 
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②EDI の課題 

水産物、食肉の EDI 実施上の課題として、下記のようなことが上げられている。 
■ 水産で発注 EDI を実施している３社の課題 
・EOS データの項目が足りず、品名に表示。産地、規格、サイズ等。（Ａ社） 
・取引先が重量を EOS 伝票に手書きしている。（Ａ社） 
・個々の商品に重量記載はあるが、店別検品後の合計重量を小売より連絡し、仕入重量

確定。その後に仕入伝票が納品される。（Ｄ社） 
・取引先側で各単品の重量情報がラベル等で記載されていない。センター側で SCM ラ

ベル添付して、マテハン（仕分け）作業に繋げている。（Ｄ社） 
・相場商品の価格変更情報は日々取引先より FAX 運用。この内容を商品部でマスタ登

録して発注前に店舗側へ配信。登録業務が煩雑となっているのでデータ化したい。

（Ｄ社） 
・水産物の鮮魚発注を Web－EDI（商品提案型）で行っているが、商品提案アップロ

ードから受注締切り、出荷確定を取引先負担で行っているため、取引先側の作業負荷

が大きい。また、市場調達に Web－EDI を導入している小売業も多く、対応できる

取引先が限定されてくるため、取引先の拡大が難しい。（Ｆ社） 
■ 水産の EDI 未実施Ｃ社の課題 

取引先が地方市場なので、システム化に対する意識が低く、またシステムに対して理

解できる者がいない場合が多いため、EOS 発注ができていない。現状でオンライン（フ

ァイル転送）40％は、集計し、Ｅメールで発注している状態。なお、塩干物は日配品

と同じ扱いなので、生鮮 EDI の区分には当てはまらない。 
■ 食肉の EDI の課題 
・牛肉については、国産牛肉のトレーサビリティ情報を別途、取引先から提供してもら

っている。（Ａ社） 
・バイヤーと商談先の取引先と話し合って発注をしている。現状でオンライン（ファイ

ル転送）20％は、集計し、Ｅメールで発注している状態。（Ｃ社） 
・相場商品の価格変更情報は、日々取引先より FAX 運用。この内容を商品部でマスタ

登録して発注前に店舗側へ配信。この登録業務が煩雑となっているので、データ化し

たい。（Ｄ社） 
 
③発注品名数とコード体系 

小売業の発注品名／コードの傾向を把握するために、水産物は｢さば(鮮魚)｣と｢あじ

干物｣を、食肉は｢国産牛｣と｢国産豚｣をサンプルに指定し、それぞれの商品マスタ登録

品名／コード（発注用）を提出してもらい、その傾向を分析した。 
まず、水産物の発注品名の数は、｢さば｣よりも｢あじ干物｣が多くなる傾向が見られる。

（６社の平均で、｢さば｣３５品名、｢あじ干物｣114 品名）。 
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次に、水産物の発注商品コード体系は、インストアコード（７桁、８桁、13 桁）が

多いが、加工度が高い｢あじ干物｣では標準 JAN コードの利用も多い。特にＣ社では塩

干物は日配品扱いとしており、すべて標準 JAN コードで発注している。 
Ｂ社では、水産物共通商品コード体系（“４９２２”体系）に準拠したと思われるコ

ード化を積極的に行っている。 
 

図表Ⅱ－４－１４ 小売業の水産物発注品名数とコード体系 

 

 
食肉の発注品名の数は｢国産牛｣と｢国産豚｣で大きな差は見られない。（６社の平均で、

｢国産牛｣６８３品名、｢国産豚｣５６９品名）。 
食肉の発注商品コード体系は、インストアコード（７桁、８桁、１３桁）が多いが、

Ｆ社においては標準 JAN コードの利用も見られ、特に｢国産豚｣においては１割強にの

ぼる。 
Ｂ社では、水産物と同様、食肉共通商品コード体系（“４９２２”体系）に準拠した

と思われるコード化を積極的に行っている。 
 

図表Ⅱ－４－１５ 小売業の食肉発注品名数とコード体系 

 
 
④発注品名に含まれる属性情報 

今回収集した小売業の発注品名に含まれる属性情報の傾向を調べた。ここでいう属性

情報とは、品名（水産物であれば魚種名、食肉であれば畜種と部位名）以外の情報を指

す。 
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｢さば｣については下表のように、規格、サイズ、用途、態様、原産地など多岐に亘る

情報が発注品名に表示されている。 
 

図表Ⅱ－４－１６ さばの発注品名に含まれる属性情報（％） 

 

 
 

｢あじ干物｣については下表のように、規格、サイズ、原産地、加工方法の４つが多く

使用されている。 
 

図表Ⅱ－４－１７ あじ干物の発注品名に含まれる属性情報（％） 

 

 
 

｢牛肉｣については下表のように、規格、サイズ、用途、原産地、銘柄の５つが多く使

用されているが、その割合は小売業によってばらつきが見られる。 
 

図表Ⅱ－４－１８ 国産牛肉の発注品名に含まれる属性情報（％） 
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｢豚肉｣についても牛肉とほぼ同様に、規格、サイズ、用途、原産地、銘柄の５つが

多く使用されているが、その割合は小売業によってばらつきが見られる。 
 

図表Ⅱ－４－１９ 国産豚肉の発注品名に含まれる属性情報（％） 

 
 
 
⑤商品マスタ運用上の課題 

上記のような発注品名とコードを商品マスタ上で維持管理していく上での課題とし

て、以下のようなことが上げられている。 
■ 水産物 
・週一度のオーダーブック配付のため、日々変動する相場情報は、別途メールで店舗へ

情報提供している。（Ａ社） 
・コード標準化の課題としては、商品マスタの商品名は販売を意識した商品名設定とな

っており、規格、サイズ、形状、部位、用途、原産地など発注時に商品内容を分かり

やすくしている。今後、標準化に向けてコード内容の整理が必要。（Ｄ社） 
・インストアコード（１３桁）が枯渇状態になりつつある。インストアコード発番管理

体系の見直しも必要だが、生鮮標準商品コードが整備されれば、商品コードとして採

用を検討したい。他の３品（青果、食肉、花き）も共通。（Ｆ社） 
■ 食肉 
・コード標準化の課題としては、商品マスタの商品名は販売を意識した商品名設定とな

っており、規格、サイズ、形状、部位、用途、原産地など発注時に商品内容を分かり

やすくしている。今後、標準化に向けてコード内容の整理が必要。（Ｄ社） 
 
【調査－２（商品コード標準化に対する意識調査）結果概要】 

調査－１の結果を踏まえて、水産物と食肉の EDI 標準メッセージで使用する商品コード

について、来年度以降、標準化検討を行うべきか、また、行うとした場合の期待効果や留意

点について、小売、卸双方に調査した。 
 
①小売業の意識 

小売業は回答した６社ともに、水産物、食肉の商品コード標準化が｢必要｣と答えてい
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る。 
標準化が必要な理由として、下記のような期待効果が上げられている。 

■ 小売業、卸売業双方の業務改善につながる 
－納期改善 
－手書伝票の削減 
－データ分析の効率化 
－受発注作業の軽減 
－コード変換業務の軽減 
－システムコストの軽減 

■ 小売業の想定効果 
－マスタ管理業務の効率化 
－店舗の値付け作業の軽減 
－取引先の拡大 

 
次に、標準化の検討を進める上での前提条件や留意点として、次のようなことが上げ

られている。 
■ 前提や検討内容について 

－標準コード案が出来た後のコード維持管理体制まで含めて検討する必要あり 
   －期待効果や小売・仲卸の負担等を含めて標準化の検討を実施した方がよい 
   －当該業界の標準化やシステム投資に対する理解度が高いかどうかが鍵である 
■ 検討の進め方について 

   －取引上の取決めルールをすべて商品コードで表現するのは無理がある 
    ある程度のルールを前提とした標準コードの作成を目標にすべき 
    例えば、川上・川中での小売プライベートコードのコード変換業務軽減など 
   －標準コード体系についてはある程度川上側で案を作成した方が作業は早い 
 

標準コード案が出来上がる目標時期については、回答６社のうち２社が２００７年度

末（２００８年３月）を上げている。 
その他、生鮮 EDI 標準化事業全体への要望として、下記のことが上げられている。 

・標準化の内容を決めるためには、上流（業界）での問題点を小売サイドと共有をし、

優先順位の確認をする必要がある。 
・Web－EDI の標準化と共通利用。小規模企業向けに現状、今後とも小売では必須。

次世代 EDI 対応機能を明確にし、共通利用対応の実証、取引先負担コスト低減を図

る。 
・川上から川下までの商品コードの標準化と実証。次世代 EDI 以外、JCA 手順や Web

－EDI でも参加可能。例として、産地結束時に生鮮 JAN を印字した青果が、売場ま
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で到着。POS で読める。 
・商品コード標準化は、上流側での運用整備や各小売の売り方の問題もあり調整 に時

間が掛かる。商品コードの標準化も大切だが、EDI 取引として各項目の詳細なビジ

ネスモデル構築が優先項目ではないか？ 
 

②水産卸の意識 

水産卸は回答した２社ともに、水産物の商品コード標準化が｢必要｣と答えている。 
標準化が必要な理由として、下記のような期待効果が上げられている。 
・企業間でのデータ連携による効率化のために標準コードは必要。 
・その代表的な例として、取引先ごとに品名コードが異なると、自社の品名コードとそ

れぞれの品名コード変換が必要になり、システム構築とメンテナンスに多くの時間と

費用がかかる。 
その他、生鮮 EDI 標準化事業全体への要望として、下記のことが上げられている。 

・現場でのデータ入力が簡便にできる共通パッケージ提供等のサポート。 
・鮮魚、冷凍、加工品と多岐にわたる商品形態、及び不定貫商品の取引に対応したビジ

ネスプロセスの分析とそれぞれに対応した標準化の検討。 
・請求・支払業務の効率化を目指した標準化の検討。売掛／買掛の不一致なものが多い

ために手作業で突き合せを行っており、その負担が大きい。 
 
③食肉卸の意識 

食肉卸は回答した５社ともに、食肉の商品コード標準化が｢必要｣と答えている。 
標準化が必要な理由としては、発注コードに標準商品コードが入ることにより、卸側に

とって 
・コード変換ミスが削減される 
・コードメンテナンスが楽になる 
といった効果が期待できる、ことが上げられている。 
また、標準化の検討を進める上での前提条件や留意点として、下記のことが上げられ

ている。 
・部分肉（ブロック肉）と精肉（パック肉）のビジネスプロセスや商品特性の違いを分

析したうえで、まず部分肉の標準化の検討に着手するのが手順と思われる。 
・精肉の品名／コードは計量プリンタとのデータ連携等が必要になることもあり、部分

肉とは切り分けて考える必要がある。 
 

以上見たように、本年度実施した基礎調査の結果を踏まえると、水産物、食肉におい

てもサプライチェーンのデータ連携の効率化によるメリットを追求するために、来年度

以降、EDI で使用する商品コードの標準化検討を進める必要がある。 
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Ⅲ．今後の課題 
 
１．取引業務プロセス及びメッセージ種 
生鮮分野における次世代 EDI への対応を検討するに当たり、取引業務プロセス及びメッ

セージ種において以下の課題が提起された。 
 
（１）各メッセージの運用時間帯について 
生鮮商材が取引される時間帯、具体的にはモノの産地や数量、規格、価格等の諸要件が確

定される時間帯が深夜であることが生鮮分野の大きな特徴となっている。このため、例えば

小売側での入荷検品のために卸側から出荷メッセージを返すためには夜間に手続きを行う

必要が有り、場合によってはそのための人を雇う必要が出る。これは生鮮分野における次世

代 EDI 普及に向けた大きな課題であり、卸側での普及拡大のために充分に検討を行う必要

がある。今年度の生鮮タスクでは以下の意見が出された。 
・現在の小売からの発注時間は１６時頃、その後の状況天候等による変更が多数発生して

いる。 
・卸は早朝から働いており２１時頃は真夜中の感覚である。分荷は翌朝にかけて行うので

パソコン等で発注データだけ受けて、翌日出荷データを送信することではダメか？ 
 ・運用を変える必要があるのでは。 
・１便、２便で特性を持たせては？ 
図表Ⅲ－１－１に生鮮商材における運用時間帯の目安を示す。 

 
図表Ⅲ－１－１ 生鮮商材の運用時間帯目安 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

生鮮分野における次世代 EDI 普及拡大に向け、来年度以降に本課題を充分に検討するこ

とが必要であると考える。 
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63 

（２）「商品提案」プロセスについて 

生鮮分野では鮮魚に代表されるよう、取引先の提案により小売業者が発注する取引業務

プロセスモデルが存在する。そのような形態に対応したモデルの検討が必要と考える。今

年度の生鮮タスクでは以下の意見が出された。 

  ・「商品提案」プロセスは青果でもある。地方卸では多いのでは？ 

  ・商品改廃と同様な意味と捉えると「価格変更データ」が使えるのでは？ 

 ・発注より前は Web－EDI では？ 

 ・標準化が必要か？EDI では難しいのでは？ 

 ・検討課題として認識し、来年度に詳細を検討する。 

 図表Ⅲ－１－２に「商品提案」プロセスを示す。 

 
図表Ⅲ－１－２ 「商品提案」プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  上記のような生鮮商材特有の業務プロセスモデルを商材別に洗い出し、本年度結果であ

るプロセスモデルと比較検討を行った上で適用検討を実施することが必要と考える。 

 

 

２．データ項目 

 生鮮分野における次世代 EDI への対応を検討するに当たり、データ項目において以下の

課題が提起された。 
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商品提案表
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石川 田川 寒ﾌﾞﾘ １ 11up k5500 定置
大分 昌和 ﾀﾁｳｵ 12尾 5k k800 釣物

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

商品提案表
（相場表）
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（１）「個体識別番号」について 

食肉商材において個体識別番号は小売段階での表示を義務付けられている項目であり、次

世代 EDI においての取り扱いを検討する必要がある。今年度の生鮮タスクでは以下の意見

が出された。 

・１０ケース納品の場合は、最大１０個の個体識別番号が付くことになり、EDI として

は取り扱いが難しい 

・紐付けできないので不要ではないか？ 

 ・繰返し定義はできる 

 ・標準メッセージで定義されている「製造番号」で代替可能か？ 

 ・EDI として何に使うか、必要か、等の目的次第では？ 

・発注メッセージではあり得ないため追加項目候補から外す 

・トレーサビリティ関連は次世代 EDI とは別管理でもよいのでは？ 

来年度以降に食肉卸業界のメンバーを交えた上で、本課題を検討することとする。 

 

（２）「規格」について 

標準メッセージで検討された規格において生鮮商材での取り扱いを検討する必要がある。

今年度の生鮮タスクでは以下の意見が出された。 

・売り方を分かりやすくするようなものを入れてはどうか 

・入り数は別項目とした方がよい 

・商品コードに入れるかどうかで何を設定するか変わる 

・販売荷姿を表す項目として整理してはどうか 

暫定として販売荷姿を表す項目として整理された。また、商品コード検討の際に商品識別

を表すものは、メッセージ項目として別途新規に追加することとした。来年度に再度整理す

る必要がある。 

 

（３）「入数」について 

標準メッセージで検討された入数について生鮮商材での取り扱いを検討する必要がある。

今年度の生鮮タスクでは以下の意見が出された。 

・“出荷単位の荷姿入数”を発注時点で指定する 

・ケース入り数が不確定なものの場合は別途検討が必要である（kg 等） 

・生鮮商材の場合は小数点が入る可能性がある 

 ・事務局案では txt２５桁とした。Ｅｘ．３６玉、２０束・・ 

  来年度に上記意見を踏まえ、再度整理する必要がある。 

 

（４）「発注荷姿コード」について 

標準メッセージで検討された発注荷姿コードにおいて生鮮商材での取り扱いを検討す
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る必要がある。今年度の生鮮タスクでは以下の意見が出された。 

・「ケース」固定でよいか？ 

来年度に上記意見を踏まえ、再度整理する必要がある。 

 

（５）「出荷者」の表現について 

生鮮商材の場合は、出荷者は産地を表すことが多い。このため、メッセージ項目、コード、

および運用ガイドラインにおける表記については精査する必要がある。 

 

（６）「単価登録単位」について 

生鮮商材の大きな特徴である不定貫品目を表現する項目の一つとして、単価登録単位をメ

ッセージ項目として追加することとした。不定貫品目を表現する際の原価や売価において、

単価登録単位と単位（kg、g）が異なる場合があることが判明した。 

来年度に上記を踏まえ、再度整理する必要がある。 

 

（７）「発注数量（発注単位数）」「入数」について 

卸業界に対する説明の際、発注数量（発注単位数），入数に設定する内容が分かりづらい

との指摘があった。生鮮商材の大きな特徴として不定貫品目があり、グロッサリー品目と異

なり設定内容を明確に定義する必要がある。 

来年度に上記を踏まえ、再度整理する必要がある。 

 

３．標準商品コード 
（１）青果標準商品コードの課題 

①青果各品目、各商品の青果標準商品コードの付番 
青果標準商品コードの利用促進に向けて、今年度の青果標準商品コードの基本的な考

え方に基づいて青果の各品目、品種に対する標準商品コードの付番整備を進めることが

必要である。 
②標準品名コードの追加 

   小売段階で不足する標準品名コードの拡充に向けて、今年度洗い出しを行った標準品

名追加候補案の内容の精査を進め、追加すべき標準品名の確定と同コード付番を行うこ

とが必要である。 
 ③運用ガイドラインの精査、拡充 
   今年度策定した基本的運用ガイドラインについて、標準品名や規格の使用方法、ある

いは EDI 取引における適用方法などを具体的に検討、精査し、実務に則した運用ガイ

ドラインとして拡充を図っていくことが必要である。 
 ④コードメンテナンスのあり方の検討 
   青果標準商品コードの利用に向けて、品名や規格などのタイムリーな追加、変更が可
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能なメンテナンス体制やメンテナンス方法のあり方について検討を進めることが必要

である。 
⑤青果標準商品コード利用支援システムの検討 

   青果標準商品コードの利用促進に向けて、簡易的なコード検索機能などのコード利用

を支援する仕組みやシステムのあり方などについて検討を進めることが必要である。 
 
（２）その他（水産物、食肉）の標準商品コード検討の留意点 

Ⅱ章で述べたように、本年度実施した基礎調査の結果を踏まえると、水産物、食肉におい

ても EDI で使用する商品コードの標準化検討を進める必要がある。 
標準化の検討に当たっては、基礎調査で回答があった｢前提や留意点｣を踏まえる必要があ

るが、要点を整理すると、下記のようになる。 
 
①標準化検討に着手するに当たっては、まず下記の点について小売業と生鮮業界双方の認

識合わせが必要である。 
・小売と業界間で課題を共有する。 
・課題を改善する手段と期待効果を描き、共通の目標を定める。 
・期待効果を実現するために必要な取引双方の負担を想定する。 
・標準化やシステム投資に対する業界の理解度を把握する。 
・種々の条件を勘案して、検討の優先順位を確認する。 

②標準化の検討は商品特性や取引形態の違いを踏まえて、対象範囲の切り分けを明確にし

たうえで行う必要がある。 
・水産物は鮮魚、冷凍、加工品による違いを、食肉は部分肉とパック肉による違いを十

分把握したうえで、標準化の対象範囲を定める必要がある。 
・取引形態では、定貫取引と不定貫取引の違いに留意する必要がある。 

 

４．残課題及びロードマップ 
（１）残課題について 
 生鮮分野における次世代 EDI への今後の対応については、以下の課題が想定される。 
 
①品目別の検討による取引業務プロセスの精査及びメッセージの精度向上 

生鮮標準メッセージの確定に当たっては、品目毎の特徴を充分に考慮する必要がある。

このため、品目別（青果・水産物・食肉・花き）に検討を進めることにより、品目固有

の取引業務プロセスについて精査し、メッセージの精度向上を図ることが重要となる。 

②共同実証の実施 

①の検討を踏まえた上で、「共同実証」による検証（実運用による実証作業）を実施

することが、メッセージの精度向上において必須なものと考える。 
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③インフラモデルの検討 

生鮮業界において次世代 EDI の普及を図るためには、小規模取引先を想定したイン

フラモデル（ASP モデル等）の検討も重要となる。 

④標準商品コードの検討 

青果については今年度に検討した付番ルールに基づき、すべての青果品名に標準商品

コードの付番が必要となる。水産物、食肉については標準化を前提とし、商品特性や取

引形態の違いを踏まえた課題や目標、想定効果の検討が必要と考える。 

 

（２）ロードマップについて 

 今後想定されるロードマップについて、図表Ⅲ－４－１に示す。 

 

図表Ⅲ－４－１ ロードマップ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業務ﾌﾟﾛｾｽ
検討・設計

作業項目

ｲﾝﾌﾗﾓﾃﾞﾙ
(ASPﾓﾃﾞﾙ等)
の検討・構築

実用化

2009年度（H21年度）～

EDIﾒｯｾｰｼﾞ検討
・策定

　商品コード検討
・策定

共同実証

流通システム標準化事業（H18～20年度）

2006年度（H18年度） 2007年度（H19年度） 2008年度（H20年度）

GMS/SMの生鮮商材対応
EDIメッセージの検討

青果標準商品
コードの策定

（主要品目のみ）

GMS/SMの青果・食肉・
水産物対応の標準業務
プロセスの検討・設計

次世代EDIメッセージ標準
(生鮮追加版)の検討・策定

青果・食肉標準商品
コードの検討・策定

生鮮（青果・水産・食
肉）-GMS/SMでのEDI
共同実証の実施

GMS/SMの花き対応の
標準業務プロセスの検討・設計

次世代EDIメッセージ標準
(生鮮追加改訂版)の検討・策定

生鮮業界の中小企業を
対象としたインフラモデ
ルの検討・構築

生鮮ｲﾝﾌﾗﾓﾃﾞﾙを利用
した生鮮－GMS/SMで
のEDI共同実証の実施

次世代EDIメッセージ標準
（生鮮追加版～）の実用開始

水産物標準商品
コードの検討・策定

次世代EDIメッセージ
標準の維持管理

生鮮標準商品コードの
維持管理

生鮮標準商品コード
（青果、食肉、水産物）

の整備完了

次世代EDIメッセージ標準
（ｸﾞﾛｻﾘ、生鮮、ｱﾊﾟﾚﾙ、・・・）

Ｖｅｒ.ｘ.ｘ リリース

GMS/SMの生鮮商材対応の
標準業務プロセスの検討

（生鮮４品目を一括で検討）
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Ⅳ．添付資料 
 
１．次世代ＥＤＩ運用ガイドライン（生鮮対応版原案） 
 
２．次世代ＥＤＩ標準メッセージ（生鮮対応版原案） 
 
３．次世代ＥＤＩ標準メッセージコードリスト（生鮮対応版原案） 
 
４．青果標準商品コードリスト（主要品目版） 
 
５．青果標準品名追加候補リスト 
 
６．生鮮標準商品コード補足資料 
 
来年度以降検討が必要な水産物と食肉の標準商品コードの基礎となるのは、農林水産省が

平成９年度～１３年度に実施した補助事業｢食品流通情報化基盤開発事業｣で策定された、

｢水産物共通商品コード｣並びに｢食肉共通商品コード｣である。 
ここでは参考として、それぞれのコード体系と各業界における利用事例を紹介する。 

 
■水産物 
（１）水産物標準商品コード 

水産物標準商品コードは、上記補助事業で策定された標準商品コードの総称であり、

その中で、EDI 標準メッセージで商品の基本的な名称を表わすコードとして検討され

たのが、｢水産物共通商品コード｣である。標準品名と態様（活、チルド、冷凍等）を基

本に、生鮮品と塩蔵・塩干・加工品で異なる属性情報を付加している。 
 

図表Ⅳ－６－１ 水産物共通商品コード体系 
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①標準品名コード 

水産物の標準品名コードは、生物学的な種を分類の基本としたコードで、成長段階で

呼び名が変わる出世魚や、同じ魚でも養殖物は別のコードをつける等の例外もある。 

 

図表Ⅳ－６－２ 水産物の標準品名コード数 

分 類 品名コード数

魚類 ３９９

淡水魚類 ４３

えび・かに類 ７５

いか・たこ類 ２７

うに・なまこ類 ２２

貝類 ６８

海藻・淡水藻類 ２２

魚卵 ２７

合  計 ６８３

 
②態様コード 

商品の保存状態を表わすコードで、活魚、生鮮（チルド）、冷凍等の保存温度帯や状

態を表わす。生鮮品と塩蔵・塩干・加工品では、態様に続く２桁の意味合いが異なるの

で、同じ温度帯を表わす場合でも態様コードを区別して、両体系の識別を兼ねるように

している。 
 

図表Ⅳ－６－３ 水産物の態様コード 

態 様 生鮮品のコード 塩蔵・塩干・加工品のコード 

活 １ ５ 

生鮮（チルド） ２ ６ 

冷凍 ３ ７ 

解凍 ４ ８ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



70 

 
③形状・部位コード 

このコードは、ラウンド（丸）、ドレス、フィレ等の商品の形状及び部位を表わす。

魚類、えび・かに類、いか・たこ類等の大分類ごとに異なる形状・部位が使用されるの

で、標準品名の大分類ごとに整理している。 
 

図表Ⅳ－６－４ 魚類の形状・部位の例 

分類 名称 コード 

加工なし（ラウンド/丸/有頭） ００ 

セミドレス ０１ 

ドレス/無頭 ０２ 
形 状 

半身 ０３ 

頭 ５１ 

かま ５２ 

ほほ肉 ５３ 
部 位 

ハラモ ５４ 

 
④加工方法コード 

塩蔵・塩干・加工品の加工方法を表わす。加工品の場合、様々な魚種に対して同じ加

工が施されることが多く見られる。そこで、標準品名とは別に加工方法を指定すること

により、汎用的な加工品を表現できるようにしている。 
 
 

図表Ⅳ－６－５ 加工方法コードの数例 

分 類 コード数 

すり身 １ 

湯煮製品 ５ 

塩蔵 ３ 

素干し ４ 

塩干 １３ 

煮干し ２ 

焼き物 ６ 

燻製（スモーク） ３ 

魚漬け物 １２ 

その他加工 ９ 

 
（２）水産物標準品名コードの利用事例－マリネット 
①マリネットとは 

マリネットは、平成１３年度の農林水産省の補助事業｢食品流通高度化プロジェクト

事業｣の一環として開発された、東京・築地市場の水産卸売会社と出荷者、仲卸業者及
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び売買参加者間のデータ交換を同市場のホームページ上で行うシステムである。現在は、

出荷者７５社、卸６社、仲卸業者５０社、売買参加者 37 社が登録され、卸からの仕切

情報（対出荷者）、売渡情報（対仲卸業者）の入手が可能となっている。 
出荷者、仲卸業者、売買参加者は、従来 FAX で受け取っていた自社宛の伝票単位の

仕切、売渡データを、パソコンの画面上で閲覧し、印刷することが可能である。また、

同じパソコン上の他のソフトウエア（Excel や Access 等）にデータを貼り付けたり、

CSV 形式のファイルを自社システムに取り込んで利用することができる。 
また、従来のサービスとは別に、平成 18 年４月より築地市場の全仲卸業者８３０社

（支店を含む事業所数は１２００ヵ所）に対する卸７社の請求書発行業務がマリネット

のシステムを利用して行われている。 
 

図表Ⅳ－６－６ マリネットの仕組み 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②標準品名コードの利用 

マリネットの売渡情報及び仕切情報は、水産物 EDI メッセージを基本に築地独自の

カスタマイズされた統一のフォーマットを使用している。その中で品名は上下２段とな

っており、上段が水産物の標準品名、下段が各卸の社内品名を表示することとなってい

る。 
これに対応するために各卸では社内品名コード⇒東京都統計品目コード⇒標準品名

コードの変換を行っているが、標準品名コードを受発注や納品業務に使用していないこ

ともあって、正確性にばらつきが出ているのが課題となっている。 
 

Ｃ卸売会社

Ｄ卸売会社

Ｅ卸売会社

築地市場サーバ
https://www.tsukiji-net.jp/

Ａ漁協

Ｂ仲卸会社
売渡情報

仕切情報
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■ 食肉 

（１）食肉標準商品コード 
食肉標準商品コードの中で、EDI 標準メッセージで商品の基本的な名称を表わすコード

として検討されたのが、｢食肉共通商品コード｣である。｢４９２２｣に続く１桁で｢精肉｣と｢枝

肉・部分肉｣を識別し、それに続く標準品名コードの体系も精肉と枝肉・部分肉で多少異な

っている。 
 

図表Ⅳ－６－７ 食肉の共通商品コード体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
食肉の標準品名コードは、畜種、部位、精肉のコードで構成される。 
畜種コードは、牛、豚、鶏等の畜種の区分を表わすが、さらに国産や輸入といった畜種区

分ではないが、商品識別上の大分類の要素も加味してコード化している。 
 

図表Ⅳ－６－８ 畜種コード 

分 類 コード 

和牛 １ 

国産牛 ２ 

輸入牛 ３ 

国産豚 ４ 

輸入豚 ５ 

国産鶏 ６ 

輸入鶏 ７ 

その他畜種 80 番台、90 番台 

 
ロースやばら、ももといった部位を表わすコードは、牛と豚については(財)日本食肉流通

センターが策定したコマーシャル規格を、鶏については(社)日本食鳥協会の食鶏小売規格を

ベースに、現状の取引に合わせて部位を一部追加・削除した形で策定されている。部位の数

は、動物の大きさに比例した形で、牛、豚、鶏の順に少なくなっている。 
 
 

精肉（発注用）
４９２２ 7 ×□□▲▲ ００ CD
生鮮フラグ 精肉識別 標準品名コード 固定 チェック

フラグ デジット

枝肉・部分肉
４９２２ ８ ×□□□■ ００ CD
生鮮フラグ 枝肉・部分肉 標準品名コード 固定 チェック

識別フラグ デジット

畜種 部位 精肉

畜種 部位 ０（又は自由使用）
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図表Ⅳ－６－９ 部位コード数 

畜種 コード数 

牛 ９９ 

国産牛 ６４ 

輸入牛 ４１ 

 
精肉コードは、ステーキ用や焼き肉用等のスライス加工した商品に対するコードで、部位

の上２桁にプラスして２桁の精肉コードを付加することで、下記例のような精肉品名を表わ

すことを目的に策定された。 
 

図表Ⅳ－６－１０ 精肉品名例－和牛肩ロースすき焼き用 

 
４９２２  ７   １  ３２   ５４   ００ CD 

（精肉）  和牛 かたロース すき焼き用 

 
（２）食肉標準品名コードの利用事例－標準物流バーコード・ラベル 
冒頭で述べた｢食品流通情報化基盤開発事業｣（農林水産省の補助事業）の一環として策定

された食肉標準物流バーコード・ラベルは、バーコード表示が必須の基本項目と、表示が任

意のオプション項目の２種類のバーコードから構成されているが、そのうちの基本項目の先

頭に使われる商品コードの中に、食肉の標準品名コードが利用されている。 
 

図表Ⅳ－６－１１ 食肉標準物流バーコード・ラベルの基本情報項目 

 
 
 
 
 
 

 
上図のカッコ内の数字はそれに続く情報の種類を表わす識別子と呼ばれるもので、識別子

｢０１｣に続く商品コードは通常、JAN コード体系が使われるが、食肉業界の場合、アイテ

ムコード５桁に当たる部分を標準品名コードに統一している。 
同じ品名コードを使用していても、小売業ごとに脂肪の厚さやカット方法が異なり、厳密

には異なる商品規格となっているのが実態であるが、物流バーコードの普及とともに標準品

名コードも広く食肉流通に普及してきており、入出庫業務が在庫棚卸業務等においては統一

的に部位名を表わすものとして欠かせないものとなっている。 
 

(01)94912345135009(3102)001220(11)040101(21)999112345678

①商品コード
　（メーカーコード＋標準品名コード）

②重量
③製造年月日

④カートンＩＤ


